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決算概要に記載している各数値については万円単位、千円単位で表記するために原則として

端数を四捨五入しているため、各表の計算結果が一致しない場合や増減額・率が円単位のも

のと異なる場合があります。 
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令和５年度の財政運営 
 

令和５年度の国の予算は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」で示された、民需に

力強さを欠く状況にあって、海外への所得流出を伴う物価高騰や、ロシアによるウクライナ

侵略による安全保障環境の変化を踏まえ、景気の下振れリスクにしっかり対応し、民需中心

の景気回復を着実に実現することで、成長と分配の好循環に向けた動きを確かなものとし

ていく、との方針に基づき編成された。 

地方財政対策としては、地方税・地方譲与税の増収を見込みつつ、社会保障関係費の

増加が見込まれる中、住民のニーズに的確に応えつつ、地域のデジタル化や脱炭素化の

推進など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税

等の一般財源総額について、令和４年度を１.２兆円上回る６５.１兆円が確保された。その

中では、自治体施設の光熱費の高騰を踏まえ、一般行政経費を７００億円増額されたほか、

子ども・子育て支援の強化の一環として実施する、出産・子育て応援交付金の地方負担に

対して地方財政措置が講じられたところである。 

本市の令和５年度当初予算は、「幸せを生きる まち・暮らし 実現への飛躍予算」として

積極型の予算を編成する中で、「まちづくり構想 福知山」で目指す「市民が幸せを生きる

ための将来像」を実現するために、子育てや教育、福祉、環境、産業などあらゆる分野に目

配りをした予算とした。また年度中には、令和５年台風第７号災害対応や原油価格・物価高

騰緊急対策などのため、一般会計においては第１０号まで補正予算を編成した。 

一般会計の歳入歳出決算規模は、令和５年台風第７号災害関連事業と原油価格・物価

高騰緊急対策関連事業に係る経費に加え、つつじが丘・向野団地建替事業や三和地域交

流拠点施設整備事業などの投資的経費が増加したこと、会計年度任用職員の制度改正等

により、歳入・歳出とも過去２番目の大型決算となった。決算収支としては、市税収入が大き

く増加したことに加え、国の経済対策による普通交付税の追加措置、合併算定替逓減対策

基金や財政調整基金などの基金繰入による財源確保などにより、一般会計の実質収支は

９.０億円の黒字となった。 

財政に関する指標については、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、義務的経

費（人件費、扶助費、公債費）が増加したことなどにより、前年度から０.９ポイント上昇し   

９３.７％となった。また、健全化判断比率のうち実質公債費比率は０.２ポイント上昇し    

９.８％となる一方、将来負担比率は５.６ポイント改善し２８.２％となった。一般会計の基金残

高の総額（定額運用基金除く。）は、令和５年台風第７号災害復旧等のため財政調整基金

を取り崩したことや、将来の公債費抑制のために実施した地方債繰上償還の財源として減

債基金を取り崩したこと等により、前年度から８.８億円減の９９.６億円となった。一般会計の

市債残高の総額は、投資的経費の増加で借入額が増えつつも繰上償還を実施したことに

より、前年度から微減の４４９.９億円となった。これらの令和５年度決算にかかる指標等につ

いては、基金残高が大きく減となったものの概ね堅調であると言えるが、令和６年度になり

労務単価や人件費、物価の更なる高騰が見込まれるうえ、円安傾向が続く中にあって光熱

費等の見通しも依然不透明である中にあっては、令和４年３月に策定した「福知山市持続

可能な財政運営の基本方針（令和４年度～令和８年度）」を踏まえつつ、健全な財政を堅

持していくためのさらなる行財政改革が必要である。 
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一般会計 

１ 決算規模 

  

 

 

 

○ 歳入総額  ５１１億７０４２万円（36億 2240万円  7.6％増) 

（数値は万円未満を四捨五入。( )内は前年度増減）  
歳入総額は５１１億７０４１万６０７６円で対前年度比３６億２２４０万５３４円の増となった。 

歳入に占める自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄

附金、繰入金、諸収入、繰越金）の比率は３７.１％（前年度３８.２％）で、その額は１８９億 

８１１１万円、前年度比８億１３１６万円の増となった。額の増加要因は、市税の伸びが堅調

であったこと、繰入金が合併算定替逓減対策基金や財政調整基金の増により増加したこ

となどである。        

依存財源の比率は、６２.９％（前年度６１.８％）で、その額は３２１億８９３０万円、前年度

比２８億９２４万円の増となった。額が大きく増加した要因は、国の経済対策などによる普

通交付税の増と台風第７号災害にかかる特別交付税の増により地方交付税が増加したこ

と、投資的経費の増に伴い市債が大きく増加したことなどである。 

なお、普通交付税に臨時財政対策債を加えた額（実質的な普通交付税額）は１０６億 

４４８１万円、財政調整基金の繰入金は４億８０００万円であった。 

 

市税  １２１億２３７０万円（1 億 7379万円  1.5％増 徴収率 98.82 %) 

市税については、全税目で増収となった。 

個人市民税は、給与所得の伸びにより２８０６万円の増収、法人市民税についても、製

造業等の課税額が増加し１億３６０万円の増収となった。 

固定資産税については、緩やかな地価の下落は続いているものの、家屋の新増築によ

り３２９７万円の増収となった。 

このほか、軽自動車税、たばこ税等についても増収となり、市税全体では、対前年度比

１億７３７９万円、１.５％の増となった。 

  

R05 R04 増減

個人市民税 ３８億６０２３万円 ３８億３２１７万円 ２８０６万円[  0.7％]増

法人市民税 １３億２３５２万円 １２億１９９１万円 １億３６０万円[  8.5％]増
固定資産税 ５７億５７１１万円 ５７億２４１３万円 ３２９７万円[  0.6％]増
軽自動車税 ３億１３８８万円 ３億１１９６万円 １９２万円[  0.6％]増
たばこ税 ６億６５０万円 ６億１９１万円 ４５８万円[  0.8％]増
入湯税 ８５９万円 ７７３万円 ８６万円[ 11.1％]増

都市計画税 ２億５３９０万円 ２億５２１０万円 １８０万円[  0.7％]増

　総額 １２１億２３７０万円 １１９億４９９２万円 １億７３７９万円[  1.5％]増

歳入決算額  ５１,１７０,４１６,０７６円（前年度比 ７.６％増） 

歳出決算額  ４９,９１４,１０５,３３８円（前年度比 ９.０％増） 

 

投資的経費の増加に伴い過去２番目の大型決算に 
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地方譲与税・府税交付金等   ３０億５２７４万円（5657万円  1.9％増) 

株式等譲渡所得割交付金が３８４６万円の増、法人事業税交付金が１５２３万円、配当

割交付金が１２３９万円の増となった。一方で、地方消費税交付金は１６２９万円の減とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税  １２１億２１０８万円（3 億 7482 万円  3.2％増) 

普通交付税は、１億７１７９万円の増となった。基準財政収入額は、市町村民税が０.６

億円、固定資産税が１.１億円、地方消費税交付金が１.７億円の増となるなどして３.４億

円の増となった。一方で、基準財政需要額は、福知山公立大学の学生数の増加等によ

り個別算定経費が２.１億円増加したことに加え、国の経済対策による臨時経済対策費及

び臨時財政対策債償還基金費の０.５億円の増などにより、５.６億円の増となった。 

特別交付税は、台風第７号災害関連経費の増などにより２.０億円の増となり、地方交

付税の総額では３億７４８２万円の増であった。 

なお、実質的な普通交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）は、５１５７万円減の   

１０６億４４８１万円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準財政需要額 
216.6 億円(＋5.6 億円) 

基準財政収入額  
112.0 億円(＋3.4 億円)  

錯誤額  0 円 
調整額  0 円 

(合計 △0.5 億円) 

臨時財政対策債 
1.8 億円 

（△2.2 億円） 

普通交付税 
104.6 億円 
(＋1.7 億円) 

R05 R04 増減

地方譲与税 ４億９３６２万円 ４億９０１３万円 ３４９万円[  0.7％]増
利子割交付金 ３７２万円 ４０３万円 ３１万円[  7.6％]減
配当割交付金 ９１４３万円 ７９０３万円 １２３９万円[ 15.7％]増
株式等譲渡所得割交付金 ９３２４万円 ５４７８万円 ３８４６万円[ 70.2％]増

地方消費税交付金 １９億９３５万円 １９億２５６４万円 １６２９万円[  0.8％]減
ゴルフ場利用税交付金 ６５４万円 ７０４万円 ５１万円[  7.2％]減
自動車取得税交付金 ４４７万円 １６１万円 ２８６万円[177.5％]増
環境性能割交付金 ８１１１万円 ７６７１万円 ４４０万円[  5.7％]増
法人事業税交付金 ２億４５２４万円 ２億３００１万円 １５２３万円[  6.6％]増
国有提供施設等所在市町村助成交付金 ２５４６万円 ２５５９万円 １３万円[  0.5％]減
地方特例交付金 ９０７３万円 ９２７４万円 ２０１万円[  2.2％]減
交通安全対策特別交付金 ７８６万円 ８８８万円 １０２万円[ 11.5％]減

　総額 ３０億５２７４万円 ２９億９６１８万円 ５６５７万円[  1.9％]増

R05 R04 増減

普通交付税　Ａ－Ｂ＋Ｃ＋Ｄ １０４億６２１２万円 １０２億９０３２万円 １億７１７９万円[  1.7％]増

　基準財政需要額Ａ＝（①～⑨）-⑩ ２１６億６２２３万円 ２１１億９７万円 ５億６１２６万円[  2.7％]増
　　　①個別算定経費 １５３億９８３５万円 １５１億９１３７万円 ２億６９８万円[  1.4％]増

　　　②地域の元気創造事業費 ２億２１９９万円 ２億３１３８万円 ９３９万円[  4.1％]減

　　　③人口減少等特別対策事業費 ２億９４１２万円 ２億８１７７万円 １２３５万円[  4.4％]増
　　　④地域社会再生事業費 １億８１２０万円 １億８６９３万円 ５７３万円[  3.1％]減

　　　⑤地域デジタル社会推進費 １億１０５１万円 ８１１４万円 ２９３８万円[ 36.2％]増

　　　⑥臨時経済対策費 ８９０１万円 １億５１１２万円 ６２１１万円[ 41.1％]減
　　　⑦臨時財政対策債償還基金費 １億１１０２万円 －　 １億１１０２万円[ 皆増] 　　

　　　⑧公債費 ３５億５６５４万円 ３５億７２５３万円 １５９９万円[  0.4％]減

　　　⑨包括算定経費 １８億８２２０万円 １８億１０８２万円 ７１３８万円[  3.9％]増
　　　⑩臨時財政対策債振替相当額 １億８２７０万円 ４億６０６万円 ２億２３３６万円[ 55.0％]減

　基準財政収入額Ｂ １１２億１２万円 １０８億６０６０万円 ３億３９５２万円[  3.1％]増
　錯誤額Ｃ － ４９９５万円 ４９９５万円[ 皆減] 　　
　調整額Ｄ － －　 －　

特別交付税 １６億５８９６万円 １４億５５９３万円 ２億３０３万円[ 13.9％]増

普通交付税＋特別交付税 １２１億２１０８万円 １１７億４６２６万円 ３億７４８２万円[  3.2％]増
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分担金及び負担金  １億８５６４万円（2304万円 14.2％増) 

京都府が施工する川北ほ場整備事業に係る地元分担金が増加したことなどにより、総

額で１４.２％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

使用料及び手数料  １０億７２９６万円（6520 万円  5.7％減) 

令和５年８月にオープンした福知山鉄道館フクレルの入館料等、児童数が増加した放

課後児童クラブ使用料などが増となった。一方で、産業廃棄物手数料などごみ処理に係

る手数料が搬入量の減少に伴い減となるとともに、市営住宅・団地内駐車場使用料が減

となったことなどにより、総額では６５２０万円、５.７％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国庫支出金  ８３億５３０４万円（7505万円  0.9％増) 

総額は０.８億円、０.９％の増となった。 

物価高騰対策の財源として措置された国庫支出金に大きな増減があった。住民税非

課税世帯等臨時特別給付金事業が８.０億円増となった一方で、地方創生臨時交付金

R05 R04 増減

川北ほ場整備事業分担金 １６９１万円 ４４７万円 １２４４万円[278.3％]増

保育料（私立・広域） １億１２０７万円 １億２７８万円 ９２９万円[  9.0％]増

居宅生活支援費 １９１６万円 １６７４万円 ２４２万円[ 14.5％]増
養護老人ホーム ２５０１万円 ２３８１万円 １２０万円[  5.0％]増
急傾斜地崩壊対策事業地元分担金 １７５万円 ２５０万円 ７５万円[ 30.0％]減

農地耕作条件改善事業 － １４２万円 １４２万円[ 皆減] 　　

　総額 １億８５６４万円 １億６２６１万円 ２３０４万円[ 14.2％]増

R05 R04 増減

鉄道館入館料等 ８５６万円 －　 ８５６万円[ 皆増] 　　

放課後児童クラブ使用料 ５４９６万円 ５３０３万円 １９３万円[  3.6％]増
駅周辺使用料（駐車場、駐輪場、駅前広場） ２１６９万円 ２００４万円 １６５万円[  8.2％]増
道路占用料 １億８７９４万円 １億８６７１万円 １２３万円[  0.7％]増

都市公園占用料 １２８７万円 １２２０万円 ６８万円[  5.6％]増
戸籍住民手数料 ３４３６万円 ３３９６万円 ４０万円[  1.2％]増
各公民館使用料 ３００万円 ２７９万円 ２１万円[  7.5％]増

市民交流プラザふくちやま使用料（駐車場含む） １１２８万円 １１１０万円 １８万円[  1.6％]増
市バス使用料 ４１４万円 ４０９万円 ４万円[  1.1％]増
厚生会館使用料 ７３５万円 ７３５万円 －　
福知山城天守閣入館料等 １７８０万円 １８０３万円 ２３万円[  1.3％]減
鬼の里Ｕターンプラザ使用料 ８０６万円 ８３５万円 ２９万円[  3.5％]減
し尿くみ取り手数料 ２４３０万円 ２５１７万円 ８７万円[  3.5％]減
下水道（灰・しさ）処理手数料 ４６３３万円 ４７６１万円 １２８万円[  2.7％]減

火葬棟・葬祭棟等使用料 ２９７８万円 ３１１９万円 １４１万円[  4.5％]減
（保育園）利用者負担額（公立） １７２２万円 ２１６７万円 ４４５万円[ 20.5％]減
市営住宅・団地内駐車場使用料 １億４６７５万円 １億５１８２万円 ５０６万円[  3.3％]減

指定ごみ袋処理手数料 １億２５８０万円 １億３７４９万円 １１６８万円[  8.5％]減
一般廃棄物手数料 １億２１９６万円 １億３５１０万円 １３１５万円[  9.7％]減
市庁内・外ごみ手数料 １８２２万円 ３２４４万円 １４２２万円[ 43.8％]減
産業廃棄物手数料 １億１９４２万円 １億４８３８万円 ２８９７万円[ 19.5％]減

　総額 １０億７２９６万円 １１億３８１６万円 ６５２０万円[  5.7％]減
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（住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業分除く）が４.９億円、子育て世帯等臨時特

別支援事業費補助金（社会福祉課）が４.４億円の減となった。 

投資的経費関連では、つつじが丘・向野団地建替事業が工事の本格化に伴い５.０億

円の増、土木施設災害復旧費負担金が令和５年台風第７号災害の復旧に伴い１.８億円

の増となった。令和４年度で整備工事を終えた（仮称）福知山鉄道館ポッポランド建設事

業と「知の拠点」推進事業に係る地方創生拠点整備交付金は、ともに皆減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府支出金  ３０億６６２４万円（207 万円  0.1％増) 

令和４年度に始まった出産・子育て応援事業が通年度化したことに伴い、財源となる

出産・子育て応援交付金が７２５４万円、介護給付費（福祉サービス）が障害者サービス

給付費の増に伴い４１５６万円の増となった。一方で、選挙委託金が７２９７万円、内水対

策事業府負担金が６５６３万円の減となるなどし、総額ではほぼ横ばいの２０７万円、   

０.１％の増であった。 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

出産・子育て応援交付金 ８５０７万円 １２５３万円 ７２５４万円[578.9％]増

介護給付費（福祉サービス） ５億７１５万円 ４億６５５９万円 ４１５６万円[  8.9％]増

災害に強い森づくり事業 ３２００万円 －　 ３２００万円[ 皆増] 　　

子どものための教育・保育給付府費交付金（④保育所運営費（私立）・施設型給付費等交付金）

５億５１９４万円 ５億３３８２万円 １８１３万円[  3.4％]増

子どもの教育のための総合交付金 １５８３万円 －　 １５８３万円[ 皆増] 　　

府医療費助成関連（事務費分及び扶助費分） ２億１１１６万円 １億９６６７万円 １４４９万円[  7.4％]増

１７５５万円 ５３９万円 １２１６万円[225.7％]増

［○福祉医療費（ひとり親・障害） ○京都子育て支援医療費 ○老人医療 ○重度心身障害老人 ○障害者自立支援医療特別対策］

農地・農業用施設災害復旧事業・林道施設災害復旧事業

R05 R04 増減

住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 １１億１５９２万円 ３億１９６５万円 ７億９６２７万円[249.1％]増

つつじが丘・向野団地建替事業 ６億６８８５万円 １億６４７４万円 ５億４１１万円[306.0％]増
土木施設災害復旧費負担金 １億９４７９万円 １２４９万円 １億８２３０万円[1459.1％]増
就学前教育・保育施設整備交付金 １億３６９３万円 －　 １億３６９３万円[ 皆増] 　　
第４期埋立処分場整備事業（循環型社会形成推進交付金）

１億１９１３万円 －　 １億１９１３万円[ 皆増] 　　

介護給付費（福祉サービス） １０億１００６万円 ９億３９１７万円 ７０８９万円[  7.5％]増
子どものための教育・保育給付交付金( ④保育所運営費（私立・広域）・施設型給付費等交付金（認定こども園等）)

１２億６２２６万円 １２億１１１８万円 ５１０８万円[  4.2％]増
橋りょう長寿命化対策事業 １億２６７１万円 １億２０４８万円 ６２３万円[  5.2％]増

公園施設長寿命化対策事業（現年・繰越分） ３３８１万円 ４５３０万円 １１４９万円[ 25.4％]減

地域商業機能複合化推進事業補助金 － ３０００万円 ３０００万円[ 皆減] 　　

児童手当負担金 ７億５５６２万円 ７億８６３６万円 ３０７４万円[  3.9％]減

社会資本整備総合交付金事業 ４８５４万円 １億９８０万円 ６１２５万円[ 55.8％]減

内水対策事業(社会資本整備総合交付金) ６３２６万円 １億３７２０万円 ７３９３万円[ 53.9％]減

生活保護費等負担金 １０億７０２３万円 １１億９６０１万円 １億２５７８万円[ 10.5％]減

（仮称）福知山鉄道館ポッポランド建設事業（地方創生拠点整備交付金）

－ １億４４０９万円 １億４４０９万円[ 皆減] 　　

「知の拠点」推進事業（地方創生拠点整備交付金） － １億４４６６万円 １億４４６６万円[ 皆減] 　　

新型コロナウイルスワクチン接種事業 ２億６８８万円 ３億５４４５万円 １億４７５７万円[ 41.6％]減

－ ４億４２４８万円 ４億４２４８万円[ 皆減] 　　

地方創生臨時交付金（住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業分除く）
４億４０５４万円 ９億３３３６万円 ４億９２８２万円[ 52.8％]減

　総額 ８３億５３０４万円 ８２億７８００万円 ７５０５万円[  0.9％]増

子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（社会福祉課）
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財産収入  ３億４５８４万円（6024万円 14.8％減)  

公社継承土地等の土地売払収入が８８２３万円の減となったことが影響し、総額で   

６０２４万円、１４.８％の減となった。ペットボトルの売払収入を当科目で計上したことなど

により物品売払収入が、債権運用利子の増などにより利子及び配当金が増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附金  ３億２４５４万円（6385 万円 16.4％減) 

ふるさと納税寄附金が４９８３万円減少したことなどにより、総額で６３８５万円、１６.４％

の減となった。企業版ふるさと納税寄附金は、長田野工業団地立地企業などから計６件、

２３２４万円であった。 

 

 

 

 

 

 

繰入金  ２７億２２５５万円（7 億 3492万円 37.0％増) 

合併算定替逓減対策基金を３.３億円繰入れたこと、ふるさと納税基金が「人と環境に

優しい」植物繊維素材給食食器導入事業、図書館電子書籍貸出サービス事業、小学校

R05 R04 増減

土地売払収入 １８４９万円 １億６７３万円 ８８２３万円[ 82.7％]減

土地建物貸付収入 ２億２０７６万円 ２億１５７１万円 ５０５万円[  2.3％]増

物品売払収入 ６４５７万円 ４４６２万円 １９９５万円[ 44.7％]増

自動販売機設置貸付収入 １５３２万円 ２０６３万円 ５３１万円[ 25.7％]減

利子及び配当金 １８８１万円 １６９０万円 １９１万円[ 11.3％]増

　総額 ３億４５８４万円 ４億６０８万円 ６０２４万円[ 14.8％]減

○公社継承土地等 ④８４４５万円→⑤0円 ○法定外公共用財産（里道・水路） ④７６２万円→⑤３０９万円

○創出土地 ④１４６５万円→⑤１０８３万円 ○その他の普通財産土地 ④０円→⑤４５７万円

R05 R04 増減

後期高齢基盤安定負担金 ２億１８６０万円 ２億９５８万円 ９０２万円[  4.3％]増
保育対策総合支援事業 ４２４０万円 ３５１３万円 ７２６万円[ 20.7％]増
子ども・子育て支援交付金 ４０４１万円 ３９４２万円 ９８万円[  2.5％]増
きょうと地域連携交付金 １億２３７５万円 １億２３２１万円 ５４万円[  0.4％]増

徴税取扱費 １億２５６２万円 １億２６７６万円 １１４万円[  0.9％]減

児童手当負担金 １億６５２２万円 １億７１１８万円 ５９６万円[  3.5％]減

[多面的機能・中山間地域等直接] 支払交付事業 ２億１２６万円 ２億９０７万円 ７８１万円[  3.7％]減

ため池等農地災害危機管理対策事業 － ８６１万円 ８６１万円[ 皆減] 　　

国保基盤安定事業府負担金 １億９８８７万円 ２億７９５万円 ９０８万円[  4.4％]減
地域間交流促進ネットワーク事業（林道整備） ７５万円 １０３０万円 ９５５万円[ 92.7％]減
子育てにやさしいまちづくりモデル事業交付金 １５００万円 ２５６７万円 １０６７万円[ 41.6％]減

新規就農総合支援事業 ９６５万円 ２０３４万円 １０６９万円[ 52.5％]減

内水対策事業府負担金 ４７２９万円 １億１２９２万円 ６５６３万円[ 58.1％]減

選挙委託金 ９５５万円 ８２５２万円 ７２９７万円[ 88.4％]減

　総額 ３０億６６２４万円 ３０億６４１７万円 ２０７万円[  0.1％]増

（④参議院・知事・府議準備/⑤府議）

農地・農業用施設災害復旧事業・林道施設災害復旧事業

R05 R04 増減

一般寄附金 １万円 １３６万円 １３５万円[ 99.6％]減
指定寄附金 ３億２４５４万円 ３億８７０３万円 ６２５０万円[ 16.1％]減
　※うちふるさと納税 (④20,584件→⑤14,866件 ） ２億９７８４万円 ３億４７６７万円 ４９８３万円[ 14.3％]減
　※うち企業版ふるさと納税 (④5件→⑤6件 ） ２３２４万円 ３７００万円 １３７６万円[ 37.2％]減

　総額 ３億２４５４万円 ３億８８３９万円 ６３８５万円[ 16.4％]減
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水泳指導委託事業など新たに繰入れた事業が増加して２.０億円の増となったこと、地域

振興基金が三和地域交流拠点施設整備事業、集会施設等整備事業への繰入などにより

１.６億円の増となったことなどで、総額は大きく増加した。また、福知山鉄道館運営事業等

浅田基金は、施設整備の完了に伴い皆減した。 

財政調整基金は、原油価格・物価高騰関連として１.５億円、令和５年台風第７号災害

関連として３.３億円を繰入れ、前年度から０.６億円増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸収入  １０億３１１７万円（3938万円  3.7％減) 

学校給食費の公会計化に伴い学校給食費が３.２億円の増となった。一方で、京都府

中・北部地域消防指令センター負担金が整備工事の進捗に伴い大きく減少し、隔年で大

きな増減を繰り返す消防団員退職報償金や有償入札拠出金（ペットボトル）も減となったこ

とで、総額では３９３８万円、３.７％の減となった。 

 

 

  

R05 R04 増減

延滞金 ７７７万円 １１０７万円 ３３０万円[ 29.8％]減
貸付金元利収入 ２５３８万円 ２６１７万円 ７９万円[  3.0％]減

２１９４万円 －　 ２１９４万円[ 皆増] 　　

以下、雑入のうち主なもの

　　学校給食費 ３億１５７８万円 －　 ３億１５７８万円[ 皆増] 　　

　　住宅新築資金組合収支残額受入金 ４４８０万円 ２３７７万円 ２１０３万円[ 88.5％]増
　　生活保護費返還金等 ３３７５万円 １５８４万円 １７９１万円[113.1％]増

　　施設型給付費等返還金 １５０４万円 １６１万円 １３４３万円[834.8％]増
　　地域スポーツ活動推進事業助成 １５７６万円 ６４０万円 ９３６万円[146.2％]増

　　水土里ネット京都関連事業交付金 １１７０万円 ３６０万円 ８１０万円[225.0％]増

２７１３万円 ２５９６万円 １１７万円[  4.5％]増

　　京都地方税機構負担金 ４５７４万円 ４５５３万円 ２１万円[  0.5％]増
　　広告料収入 １０３０万円 １０６１万円 ３２万円[  3.0％]減
　　市町村交付金 １１２２万円 １１８１万円 ５９万円[  5.0％]減

　　有償入札拠出金（ペットボトル） － １９２７万円 １９２７万円[ 皆減] 　　
　　消防団員退職報償金 １３８２万円 ６９１９万円 ５５３７万円[ 80.0％]減

　　京都府中・北部地域消防指令センター負担金 ３億１５９５万円 ６億９１３１万円 ３億７５３７万円[ 54.3％]減

　総額 １０億３１１７万円 １０億７０５６万円 ３９３８万円[  3.7％]減

中丹地域有害鳥獣処理施設管理運営他市負担金

川上南古墳群・笹尾矢見所城跡発掘調査事業受託金

R05 R04 増減

合併算定替逓減対策基金 ３億２８００万円 － ３億２８００万円[ 皆増] 　　
ふるさと納税基金 ３億９７７２万円 １億９３６４万円 ２億４０８万円[105.4％]増

地域振興基金 ３億８２５６万円 ２億２０１３万円 １億６２４３万円[ 73.8％]増
減債基金 ４億９８３４万円 ３億９９８８万円 ９８４６万円[ 24.6％]増

財政調整基金（④新型コロナ関連、④⑤原油価格・物価高騰関連、④⑤災害復旧関連経費の財源）

４億８０００万円 ４億２０００万円 ６０００万円[ 14.3％]増

佐藤太清記念美術館振興基金 ２６４３万円 － ２６４３万円[ 皆増] 　　
過疎地域持続的発展基金 １億７２２４万円 １億５３７５万円 １８５０万円[ 12.0％]増

ふるさと創生事業基金 ６８０６万円 ５０７７万円 １７２９万円[ 34.1％]増

森林環境譲与税基金 ３９４０万円 ２６１３万円 １３２７万円[ 50.8％]増

公共施設等総合管理基金 １億６２８３万円 １億６８８９万円 ６０６万円[  3.6％]減

文化芸術会館等建設基金 １７２万円 １３９３万円 １２２１万円[ 87.6％]減

企業誘致促進及び工場等操業支援基金 ４７４８万円 ７５７６万円 ２８２９万円[ 37.3％]減

福知山鉄道館運営事業等浅田基金 － １億３４６８万円 １億３４６８万円[ 皆減] 　　

　総額 ２７億２２５５万円 １９億８７６３万円 ７億３４９２万円[ 37.0％]増
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市債  ５５億９６２０万円（23 億 74 万円 69.8％増) 

総額で、前年度から２３.０億円、６９.８％の大幅増となった。大きな増加要因は、つつじ

が丘・向野団地建替事業、三和地域交流拠点施設整備事業、消防救急デジタル無線更

新事業、地域公民館等長寿命化（大規模改修）事業など普通建設事業に加え、令和５

年台風第７号災害に係る災害復旧事業が増加したことなどである。 

臨時財政対策債は、市税の増と国の地方交付税財源の伸びに伴い２.２億円減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

つつじが丘・向野団地建替事業(公営住宅) ６億２０３０万円 １億３４７０万円 ４億８５６０万円[360.5％]増

三和地域交流拠点施設整備事業（脱炭素化、過疎対策）

４億６３５０万円 ２６００万円 ４億３７５０万円[1682.7％]増

消防救急デジタル無線更新事業（緊急防災・減災） ４億３４５０万円 －　 ４億３４５０万円[ 皆増] 　　

地域公民館等長寿命化(大規模改修)事業(社会福祉施設、緊急防災・減災)

４億６７８０万円 ６３６０万円 ４億４２０万円[635.5％]増

３億２８８０万円 ５０７０万円 ２億７８１０万円[548.5％]増

ごみ焼却施設修繕事業（一般廃棄物、合併特例） ３億３７１０万円 １億６９７０万円 １億６７４０万円[ 98.6％]増

小・中学校施設環境改善事業（国土強靱化、学校教育施設）

１億７０４０万円 ４４１０万円 １億２６３０万円[286.4％]増

１億８８０万円 ７４０万円 １億１４０万円[1370.3％]増

消防庁舎改修事業（緊急防災・減災） １億８７０万円 ９００万円 ９９７０万円[1107.8％]増

民間保育所施設整備事業（社会福祉施設） ８９４０万円 －　 ８９４０万円[ 皆増] 　　

中・北部地域共同消防指令センター整備事業（緊急防災・減災）

１億７２４０万円 ８７５０万円 ８４９０万円[ 97.0％]増

下六人部地区浸水被害軽減対策事業（道路改良・農業用施設）（緊急自然災害、緊急浚渫）

８８８０万円 １６９０万円 ７１９０万円[425.4％]増

斎場施設改修事業（合併特例） １億２１５０万円 ５７６０万円 ６３９０万円[110.9％]増

桃映地域公民館等整備事業（社会福祉施設、一般、緊急防災・減災、脱炭素化）

５８３０万円 －　 ５８３０万円[ 皆増] 　　

三和支所施設管理事業（一般、地域活性化、公共施設等適正管理、過疎対策）

６２１０万円 １２５０万円 ４９６０万円[396.8％]増

既設公園管理事業（公共事業等、地域活性化、緊急自然災害）

５９３０万円 １２８０万円 ４６５０万円[363.3％]増

小・中学校施設長寿命化事業（国土強靱化、公共施設適正管理）

８３９０万円 ５３７０万円 ３０２０万円[ 56.2％]増

消防団施設整備事業（緊急防災・減災、辺地対策） １億３９１０万円 １億１９４０万円 １９７０万円[ 16.5％]増

リサイクルプラザ修繕事業(一般廃棄物、合併特例） １億１８８０万円 １億６９０万円 １１９０万円[ 11.1％]増

小・中学校施設改修事業（国土強靱化、学校教育施設、地域活性化、公共施設適正管理）

５４２０万円 ４９８０万円 ４４０万円[  8.8％]増

７８５０万円 ７４８０万円 ３７０万円[  4.9％]増

内水対策事業(公共事業等、国土強靱化、防災対策、緊急自然災害)

２億２５８０万円 ２億２３１０万円 ２７０万円[  1.2％]増

過疎対策事業(過疎対策) ６８５０万円 ８６４０万円 １７９０万円[ 20.7％]減

過疎地域持続的発展基金造成事業（過疎対策） １億２２７０万円 １億４７７０万円 ２５００万円[ 16.9％]減

－ ３９２０万円 ３９２０万円[ 皆減] 　　

環境パーク運転・維持管理事業(合併特例) － ４３７０万円 ４３７０万円[ 皆減] 　　

第1期･第2期埋立処分場整備事業(一般廃棄物) － ４８００万円 ４８００万円[ 皆減] 　　

３３５０万円 ８３４０万円 ４９９０万円[ 59.8％]減

小・中学校ICT環境整備事業（地域活性化、緊急防災・減災、過疎対策）

－ ６９２０万円 ６９２０万円[ 皆減] 　　

－ １億２９００万円 １億２９００万円[ 皆減] 　　

（仮称）福知山鉄道館ポッポランド建設事業(一般補助、地域活性化)

３０３０万円 １億７６６０万円 １億４６３０万円[ 82.8％]減

－ １億８４２０万円 １億８４２０万円[ 皆減] 　　

臨時財政対策債 １億８２７０万円 ４億６０６万円 ２億２３３６万円[ 55.0％]減

　総額 ５５億９６２０万円 ３２億９５４６万円 ２３億７４万円[ 69.8％]増

「知の拠点」推進事業（一般補助、公共施設適正管理）

橋りょう長寿命化対策事業(公共事業等、国土強靱化)

ハピネスふくちやま施設整備事業（緊急防災・減災）

土木施設災害復旧事業（災害復旧、緊急自然災害）

第4期埋立処分場整備事業（一般廃棄物、合併特例）

社会資本整備総合交付金事業（道路整備）（公共事業等）

夜久野町生涯学習センター改修事業（過疎対策、緊急防災・減災）
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繰越金  １１億７４７１万円（1 億 1009万円 10.3％増) 

令和４年度決算剰余金の半額にあたる純繰越金は、前年度から６６３５万円増の５億 

６８４１万円であった。また、繰越事業費にあてる繰越金は、繰越明許費分と継続費逓次

繰越分を合わせて４３７４万円の増であった。 

 

 

 

 

 

 

○歳出総額  ４９９億１４１１万円（41 億 921万円  9.0％増) 

※ 以下、歳出の分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 

歳出総額は４９９億１４１０万５３３８円で対前年度比４１億９２０万７６４１円の増となった。 

性質別区分で前年度に比べて増加したものは、人件費、維持補修費、扶助費、補助費

等、積立金、貸付金・出資金、投資的経費である。そのうち最も増加額が大きいものは、

大型建設事業が重なり増加した投資的経費であり３１.７億円の増となった。また、農業集

落排水施設事業会計を地方公営企業会計化し下水道事業会計へ経営統合したことなど

の影響で補助費等が８.４億円の増となったほか、積立金が３.５億円の増、人件費が２.３億

円の増、扶助費が１.５億円の増などとなった。 

減少したものは物件費、公債費、繰出金である。そのうち繰出金の５.８億円減は、農業

集落排水施設事業会計の下水道事業会計への経営統合によるものである。また、新型コ

ロナウイルスワクチン接種事業が減となるなど、新型コロナウイルス感染症対策関連費が

落ち着いたことなどにより物件費が減となった。 

 
 

義務的経費  ２３２億８３０５万円（3億 7779 万円  1.6％増) 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

義務的経費の総額は１.６％増加した。公債費はほぼ横ばいであった中、人件費が会

計年度任用職員の処遇改善に係る制度改正等により、扶助費が住民税非課税世帯等

臨時特別給付金事業の増などで、ともに増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

人件費 ７７億５７１万円 ７４億７３３２万円 ２億３２３９万円[  3.1％]増
扶助費 ９８億３０３万円 ９６億５１９２万円 １億５１１１万円[  1.6％]増
公債費 ５７億７４３２万円 ５７億８００３万円 ５７１万円[  0.1％]減

　総額 ２３２億８３０５万円 ２２９億５２６万円 ３億７７７９万円[  1.6％]増

R05 R04 増減

純繰越金（実質収支の1/2） ５億６８４１万円 ５億２０６万円 ６６３５万円[ 13.2％]増

繰越明許費分 ２億８９４２万円 ５億６０６６万円 ２億７１２４万円[ 48.4％]減

継続費逓次繰越分 ３億１６８８万円 １９０万円 ３億１４９８万円[16569.1％]増

　総額 １１億７４７１万円 １０億６４６２万円 １億１００９万円[ 10.3％]増
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人件費  ７７億５７１万円（2億 3239 万円  3.1％増) 

退職者数は減（④４９人→⑤４１人）となったことで退職手当が１億４６９０万円減少した。

会計年度任用職員の報酬及び期末手当は、処遇改善に係る制度改正と人事院勧告に

準じた報酬改定等により大きな増となった。その他の職員についても、人事院勧告に準

じた給与改定等の影響で給料及び期末・勤勉手当（期末手当＋０.０５月、勤勉手当  

＋０.０５月）が増加したことなどにより、総額で３.１％の増となった。なお、一般行政職の

職員数は４人の増（④６８６人→⑤６９０人）となった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

扶助費  ９８億３０３万円（1億 5111 万円  1.6％増) 

扶助費の総額は１.６％の増となったが、その主因は住民税非課税世帯等臨時特別給

付金事業、自立支援給付（障害福祉サービス等）事業、保育所委託事業の増等である。

一方で、福知山市生活支援給付金事業、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付

金事業、福知山市生活応援事業は皆減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

議員報酬手当 １億５２６９万円 １億５７２４万円 ４５５万円[  2.9％]減
委員等報酬 ２億９１５５万円 ３億９９１万円 １８３６万円[  5.9％]減

会計年度任用職員報酬 １３億７８０７万円 １１億５７２４万円 ２億２０８３万円[ 19.1％]増
会計年度任用職員期末手当 １億６６６１万円 １億２２６５万円 ４３９６万円[ 35.8％]増
給料（特別職除く） ２４億７７９４万円 ２４億３９１８万円 ３８７６万円[  1.6％]増
時間外勤務手当 ２億２７７２万円 ２億２６３０万円 １４２万円[  0.6％]増

１０億８万円 ９億７５９７万円 ２４１１万円[  2.5％]増
地方公務員共済組合等負担金 ９億７６３０万円 ９億３８１５万円 ３８１５万円[  4.1％]増
退職手当 ４億９３６１万円 ６億４０５１万円 １億４６９０万円[ 22.9％]減

職員互助会補助金 ７２８万円 ７１２万円 １６万円[  2.3％]増

　総額 ７７億５７１万円 ７４億７３３２万円 ２億３２３９万円[  3.1％]増

期末・勤勉手当（特別職・会計年度任用職員分除く）

R05 R04 増減

住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業 １０億９４４７万円 １億７３９０万円 ９億２０５７万円[529.4％]増
自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 １８億１７８８万円 １６億６０２７万円 １億５７６１万円[  9.5％]増

保育所委託事業 ２５億７７５３万円 ２４億５０４６万円 １億２７０７万円[  5.2％]増
出産・子育て応援事業 ９８００万円 １４４５万円 ８３５５万円[578.2％]増
府医療費助成関連（市単独拡大分含む） ５億５１９０万円 ５億１７６４万円 ３４２６万円[  6.6％]増
 〔 ○福祉医療費（ひとり親・障害）　○京都子育て支援医療費　○老人医療　○重度心身障害老人　○障害者自立支援医療特別対策 〕

障害児通所給付費等事業 ２億１０７１万円 ２億２１５万円 ８５６万円[  4.2％]増
いきいき・おでかけ応援事業 ８１８万円 －　 ８１８万円[ 皆増] 　　

公立保育所運営事業 ４１０８万円 ３５５７万円 ５５１万円[ 15.5％]増
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金事業

８１３５万円 ７６８０万円 ４５５万円[  5.9％]増
地域生活支援事業（日中一時支援/移動支援/日常生活用具給付/相談支援)

４７３８万円 ４５８０万円 １５８万円[  3.4％]増
老人保護措置事業 １億３３１７万円 １億３２０８万円 １０９万円[  0.8％]増

小・中学校就学援助事業・特別支援就学奨励事業 ７４１７万円 ７６２３万円 ２０６万円[  2.7％]減
ふくふく医療費支給事業 ２００６万円 ２５０９万円 ５０３万円[ 20.0％]減
身体障害者（児）補装具給付事業 ２２２４万円 ２９９２万円 ７６８万円[ 25.7％]減
子育て世帯への臨時特別給付金事業 － １０２０万円 １０２０万円[ 皆減] 　　
児童扶養手当事業 ２億８２４２万円 ２億９４８４万円 １２４２万円[  4.2％]減
児童手当事業 １０億８１５２万円 １１億２４４８万円 ４２９６万円[  3.8％]減

生活保護扶助事業 １４億２５３３万円 １５億１７０８万円 ９１７５万円[  6.0％]減
福知山市生活応援事業 － １億８１２８万円 １億８１２８万円[ 皆減] 　　

－ ４億３２４０万円 ４億３２４０万円[ 皆減] 　　
福知山市生活支援給付金事業 － ４億３３０７万円 ４億３３０７万円[ 皆減] 　　

　総額 ９８億３０３万円 ９６億５１９２万円 １億５１１１万円[  1.6％]増

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業
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公債費  ５７億７４３２万円（571万円  0.1％減) 

定期償還が旧合併特例債や緊急防災・減災事業債の増加で１.１億円の増となった。

また、後年度の公債費負担抑制のため５.０億円の繰上償還を実施したが、前年度からは

１.１億円の減となり、公債費総額では０.１％減とほぼ横ばいの決算となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件費  ５５億２２８８万円（8504万円  1.5％減) 

「人と環境に優しい」植物繊維素材給食食器導入事業や三和荘のリニューアルを行っ

た三和地域交流拠点施設整備事業、防火衣を更新した消防団活動事業などが増となっ

た。対して減となったものは、１.７億円の大きな減少となった新型コロナウイルスワクチン

接種事業のほか、新型コロナの感染症法上の５類への移行に伴い終了した自宅療養者

等配食サービス事業、ふるさと納税寄附金の減に伴い事務経費が減少したふくちやまサ

ポーター拡大事業などであり、総額では１.５％の減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

定期償還 ５２億７５９２万円 ５１億６９５０万円 １億６４２万円[  2.1％]増
　　　うち旧合併特例債 １５億４７２５万円 １２億７６６７万円 ２億７０５８万円[ 21.2％]増
　　　うち臨時財政対策債 １３億９２１１万円 １６億３０６５万円 ２億３８５４万円[ 14.6％]減
　　　うち過疎対策事業債 ４億８８９０万円 ６億３０９５万円 １億４２０５万円[ 22.5％]減

　　　うち緊急防災・減災事業債 ３億５８２９万円 ２億５７２２万円 １億１０７万円[ 39.3％]増
繰上償還 ４億９８４０万円 ６億１０５３万円 １億１２１３万円[ 18.4％]減
　　　うち一般補助施設整備事業債 １億２１６２万円 ３６８１万円 ８４８１万円[230.4％]増
　　　うち過疎対策事業債 ８８６５万円 ４０１６万円 ４８４９万円[120.7％]増
　　　うち旧合併特例債 ８０５６万円 １億７３３万円 ２６７７万円[ 24.9％]減
　　　うち臨時地方道路整備事業債 ７３３８万円 －　 ７３３８万円[ 皆増] 　　
　　　うち緊急防災・減災事業債 ５７４２万円 －　 ５７４２万円[ 皆増] 　　
　　　うち臨時財政対策債 ５０９０万円 ４億円 ３億４９１０万円[ 87.3％]減

　総額 ５７億７４３２万円 ５７億８００３万円 ５７１万円[  0.1％]減

R05 R04 増減

９１２１万円 －　 ９１２１万円[ 皆増] 　　
三和地域交流拠点施設整備事業 ６７５６万円 －　 ６７５６万円[ 皆増] 　　
消防団活動事業 ６５６０万円 ３０６０万円 ３５００万円[114.4％]増
教師用教科書・指導書購入事業（小・中学校） ３４３９万円 ４６万円 ３３９３万円[7441.2％]増
自治体システム標準化・共通化事業 ２３０３万円 －　 ２３０３万円[ 皆増] 　　

川上南古墳群・笹尾矢見所城跡発掘調査事業 ２１６４万円 －　 ２１６４万円[ 皆増] 　　
防災マップ整備事業 ２０４８万円 －　 ２０４８万円[ 皆増] 　　
選挙準備・執行事業（④参議院・知事・府議会・市議会／⑤府議会・市議会） 

４５９２万円 ４６１６万円 ２４万円[  0.5％]減

公園施設長寿命化対策事業 － ２１１４万円 ２１１４万円[ 皆減] 　　
電算システム等一般管理事業 ２億６５５万円 ２億３０４０万円 ２３８５万円[ 10.4％]減
ＩＣＯＣＡ普及拡大事業 － ２４７９万円 ２４７９万円[ 皆減] 　　
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策事業（学校感染症対策等）

－ ２７００万円 ２７００万円[ 皆減] 　　
体育施設維持管理事業 ８６４８万円 １億１８７３万円 ３２２５万円[ 27.2％]減
森林経営管理事業 ６７２７万円 １億５９万円 ３３３２万円[ 33.1％]減
ふくちやまサポーター拡大事業 １億３７１１万円 １億７４３４万円 ３７２３万円[ 21.4％]減

自宅療養者等配食サービス事業 ８６万円 ４４１１万円 ４３２５万円[ 98.0％]減
新型コロナウイルスワクチン接種事業 １億１５２５万円 ２億８８６０万円 １億７３３５万円[ 60.1％]減
　※以下、Ｒ5物件費決算額が5000万円以上の事業

ごみ処理施設運転管理等事業 ５億２７０７万円 ５億４４１７万円 １７１０万円[  3.1％]減
　〔 ○環境パーク、○水処理施設、○廃棄物処理施設等、○リサイクル関連 〕

ごみ収集運搬事業 ５億９４万円 ４億８５６０万円 １５３４万円[  3.2％]増

「人と環境に優しい」植物繊維素材給食食器導入事業
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維持補修費  ３億２３５１万円（500 万円  1.6％増) 

除雪関連事業が除雪機会の減により減少する一方、道路維持管理事業が除草・剪定

業務の増により増加し、総額では 1.６％増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助費等  ６９億８６５万円（8 億 4330万円 13.9％増) 

学校給食費の公会計化に伴い学校給食管理運営事業が３.４億円、福知山公立大学

の情報学部生の増に伴い福知山公立大学運営費交付金事業が１.３億円、また令和５年

４月から農業集落排水施設事業を下水道事業会計に経営統合したことなどに伴い下水

道事業会計負担金が５.７億円の増となった。補助金等償還事業や消防団員報償事業な

どは減となったが、総額では８.４億円、１３.９％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

道路維持管理事業 ９９７５万円 ７５７５万円 ２４００万円[ 31.7％]増

学校給食センター設備改修事業 ７６１万円 －　 ７６１万円[ 皆増] 　　
福知山鉱山坑廃水処理場管理運営事業 ７６４万円 ３１１万円 ４５３万円[145.4％]増
小・中学校施設改修事業 ２４９７万円 ２０４６万円 ４５１万円[ 22.0％]増
庁舎管理事業 １０３８万円 ６７８万円 ３６０万円[ 53.1％]増
市営住宅修繕事業 １６１９万円 ３０７２万円 １４５３万円[ 47.3％]減

除雪関連事業 １億１万円 １億２５５６万円 ２５５５万円[ 20.3％]減

　総額 ３億２３５１万円 ３億１８５１万円 ５００万円[  1.6％]増

R05 R04 増減

学校給食管理運営事業 ２億３１０４万円 ２億３２４５万円 １４１万円[  0.6％]減
小・中学校一般管理事業 ２億３１７３万円 ２億２５９６万円 ５７７万円[  2.6％]増
予防接種事業 １億７５６９万円 １億７９２２万円 ３５３万円[  2.0％]減
　〔 ○子宮頸がん予防ワクチン接種事業、○４種混合予防接種事業など13事業（コロナ・インフルエンザ含まない） 〕

既設公園管理事業 １億７７９２万円 １億７８１３万円 ２１万円[  0.1％]減

庁舎管理事業 ８９６６万円 １億３４９万円 １３８３万円[ 13.4％]減
し尿収集事業 １億３６万円 １億３１万円 ５万円[  0.1％]増

有害鳥獣捕獲事業 ８７０８万円 ８３１３万円 ３９５万円[  4.7％]増
小・中学校スクールバス管理運行事業 ７６８５万円 ７７１３万円 ２８万円[  0.4％]減

市民交流プラザふくちやま管理運営事業 ５９５９万円 ５９８４万円 ２５万円[  0.4％]減
インフルエンザ予防接種事業 ５４７９万円 ５６５１万円 １７２万円[  3.0％]減

地域生活支援事業（相談/意思疎通/訪問入浴サービス/地活支援センター/社会参加促進/自発的活動/移動）

７９４９万円 ５５２７万円 ２４２２万円[ 43.8％]増
斎場火葬棟運営管理事業 ５３４４万円 ５４９０万円 １４６万円[  2.7％]減

市バス運行事業 ５０７２万円 ５３０５万円 ２３３万円[  4.4％]減
妊産婦健康診査事業 ５１２９万円 ５０８９万円 ４０万円[  0.8％]増

中丹地域有害鳥獣処理施設管理事業 ５０６６万円 ５０３９万円 ２７万円[  0.5％]増

　総額 ５５億２２８８万円 ５６億７９２万円 ８５０４万円[  1.5％]減

R05 R04 増減

学校給食管理運営事業 ３億４１０７万円 ５００万円 ３億３６０７万円[6722.8％]増

福知山公立大学運営費交付金事業 ６億６８８１万円 ５億３７７６万円 １億３１０５万円[ 24.4％]増
公共交通維持改善事業 １億２７３６万円 ７２０６万円 ５５３０万円[ 76.7％]増

ふくちやま応援プレミアムポイント事業 １億４５５７万円 ９９７３万円 ４５８４万円[ 46.0％]増

令和5年台風第7号共助による被災者支援等交付金事業

４１５６万円 －　 ４１５６万円[ 皆増] 　　
高齢・障害福祉施設等物価高騰対策支援事業（高齢者福祉課・障害者福祉課）

３２３０万円 －　 ３２３０万円[ 皆増] 　　
中小事業者物価高騰等緊急支援金給付事業 ２億６３５５万円 ２億３２７５万円 ３０８０万円[ 13.2％]増
「知の拠点」推進事業 ９１５６万円 ６５７８万円 ２５７８万円[ 39.2％]増
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積立金  １２億７０６６万円（3 億 5180万円 38.3％増) 

国の補正予算に伴う普通交付税追加措置分の一部を減債基金に積み立てたほか、

減額補正等により生じた一般財源を企業誘致促進及び工場等操業支援基金、地域振

興基金へ積み立てたことなどで、積立金の総額では３.５億円、３８.３％の増となった。他

方、ふるさと納税基金への積立は、ふるさと納税寄附金の減少に伴い減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸付金・出資金  ２億６１２８万円（2507万円 10.6％増) 

一般会計出資債を活用した管路等耐震化事業への出資により上水道事業会計負担

金が増となったほか、（一社）福知山地域振興社の立ち上げに係り外郭団体設立事業が

増となった。 

 

 

 

 

R05 R04 増減

市議会議員選挙執行事業 ２３４２万円 －　 ２３４２万円[ 皆増] 　　
生誕１１０年佐藤太清展事業 ２４８８万円 ２００万円 ２２８８万円[1143.9％]増
企業誘致促進特別対策事業 ４８０６万円 ７６３４万円 ２８２８万円[ 37.1％]減

民間保育所運営事業 ２億８６２５万円 ３億２４４１万円 ３８１６万円[ 11.8％]減
消防団員報償事業 １３８２万円 ６９２３万円 ５５４１万円[ 80.0％]減

補助金等償還事業 １億８５７８万円 ４億５５３６万円 ２億６９５８万円[ 59.2％]減
　※以下、Ｒ5補助費決算額が5000万円以上の事業

[多面的機能・中山間地域等直接] 支払交付事業 ２億６９７９万円 ２億７８８３万円 ９０４万円[  3.2％]減
ＫＴＲ支援事業 ９５８２万円 ９１０５万円 ４７７万円[  5.2％]増

保育所委託事業 ７２３４万円 ７２４７万円 １３万円[  0.2％]減
水洗化促進補助事業 ６１６１万円 ６１８６万円 ２５万円[  0.4％]減

情報通信環境再整備事業 ６１５０万円 ６１５０万円 －　
幼児教育・保育無償化事業 ５７３５万円 ５８７９万円 １４４万円[  2.4％]減
高等教育無償化制度交付金事業 ５３６８万円 ４６３８万円 ７３０万円[ 15.7％]増

上水道事業会計負担金 １億３６４８万円 １億８０８６万円 ４４３８万円[ 24.5％]減
下水道事業会計負担金 １５億２２０４万円 ９億５４７６万円 ５億６７２８万円[ 59.4％]増

病院事業会計負担金 １３億５２３９万円 １３億５６８２万円 ４４３万円[  0.3％]減

　総額 ６９億８６５万円 ６０億６５３５万円 ８億４３３０万円[ 13.9％]増

〔企業会計〕

〔企業会計〕

〔企業会計〕

R05 R04 増減

上水道事業会計負担金（出資金） ２億３６６８万円 ２億１９３１万円 １７３７万円[  7.9％]増
外郭団体設立事業（出資金） ４００万円 －　 ４００万円[ 皆増] 　　

保育士確保対策事業（貸付金） ４２０万円 １２０万円 ３００万円[250.0％]増

病院事業会計負担金（出資金） １４８０万円 １４８０万円 －　

　総額 ２億６１２８万円 ２億３６２１万円 ２５０７万円[ 10.6％]増

R05 R04 増減

減債基金積立事業・住宅新築資金等貸付事業（減債基金）

２億２５８２万円 ２３７７万円 ２億２０５万円[850.1％]増
企業誘致促進特別対策事業（企業誘致促進及び工場等操業支援基金）

１億２０００万円 －　 １億２０００万円[ 皆増] 　　
地域振興基金造成事業 １億２６５４万円 ７４７７万円 ５１７７万円[ 69.2％]増
社会福祉推進事業（地域福祉基金） ３２１９万円 ４２８万円 ２７９１万円[653.0％]増
市有地販売事業（公共施設等総合管理基金） ２億７６３１万円 ２億５８２６万円 １８０５万円[  7.0％]増
基金利子積立 １７５８万円 １５８４万円 １７４万円[ 11.0％]増

２３０１万円 ２３０１万円 －　
過疎地域持続的発展関連事業 １億２２７０万円 １億４７７０万円 ２５００万円[ 16.9％]減

３億６９２万円 ３億５５９６万円 ４９０４万円[ 13.8％]減

　総額 １２億７０６６万円 ９億１８８６万円 ３億５１８０万円[ 38.3％]増

ふくちやまサポーター拡大事業（ふるさと納税基金）

鉄道網整備事業及び関連都市計画事業基金積立事業
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繰出金  ３１億３２１５万円（5 億 7429万円 15.5％減) 

農業集落排水施設事業特別会計は令和５年４月から下水道事業会計へ経営統合さ

れたため、繰出金は皆減となった。介護保険事業特別会計繰出金及び後期高齢者医療

事業特別会計繰出金は増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費  ９２億１１９３万円（31 億 6557 万円 52.4％増) 

大型建設事業が重なったことにより普通建設事業費が補助事業、単独事業ともに大き

く増加したことに加え、災害復旧事業費も増加したことで、投資的経費全体で３１.７億円、

５２.４％の大幅増となった。 

 

 

 

 

 

○普通建設事業費（補助事業） ２７億１９６０万円（2億 8403万円 11.7％増) 

つつじが丘・向野団地建替事業が進捗に伴い９.８億円の大きな増となった。また、下

六人部保育園の園舎建替え等に係る民間保育所施設整備事業が増加した。一方、内

水対策事業は工事の進捗に伴い大きく減少し、令和４年度で整備工事を終えた（仮称）

福知山鉄道館ポッポランド建設事業と「知の拠点」推進事業に係る地方創生拠点整備交

付金は、ともに皆減となった。これらにより、総額では２.８億円、１１.７％の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R05 R04 増減

介護保険事業特別会計繰出金 １２億７０００万円 １２億４７４０万円 ２２６０万円[  1.8％]増

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 １２億７０８８万円 １２億６０１２万円 １０７６万円[  0.9％]増

国民健康保険事業特別会計繰出金 ５億７９６９万円 ５億８９９６万円 １０２７万円[  1.7％]減

国保診療所・公設市場（④のみ）特別会計繰出金 １１５８万円 ２６５０万円 １４９２万円[ 56.3％]減

農業集落排水施設事業特別会計繰出金 － ５億８２４６万円 ５億８２４６万円[ 皆減] 　　

　総額 ３１億３２１５万円 ３７億６４４万円 ５億７４２９万円[ 15.5％]減

R05 R04 増減

普通建設事業費（補助事業） ２７億１９６０万円 ２４億３５５７万円 ２億８４０３万円[ 11.7％]増
普通建設事業費（単独事業） ５６億９４７６万円 ３５億１６３６万円 ２１億７８４０万円[ 62.0％]増
災害復旧事業費 ７億９７５６万円 ９４４３万円 ７億３１３万円[744.6％]増

　総額 ９２億１１９３万円 ６０億４６３６万円 ３１億６５５７万円[ 52.4％]増

R05 R04 増減

つつじが丘・向野団地建替事業 １２億８９２０万円 ３億１０４２万円 ９億７８７８万円[315.3％]増
民間保育所施設整備事業 ２億５０２０万円 －　 ２億５０２０万円[ 皆増] 　　

第４期埋立処分場整備事業 １億６０９０万円 －　 １億６０９０万円[ 皆増] 　　

街路事業（福知山綾部線） ４２３８万円 －　 ４２３８万円[ 皆増] 　　

交通安全対策整備事業（通学路緊急対策） ５０７２万円 １１４１万円 ３９３１万円[344.6％]増

橋りょう長寿命化対策事業 ２億３０３８万円 ２億１９０６万円 １１３２万円[  5.2％]増

中心市街地空き家・空き店舗等対策支援事業 － ４５００万円 ４５００万円[ 皆減] 　　

街路事業（篠尾線 篠尾工区） ２２４４万円 ７０３９万円 ４７９５万円[ 68.1％]減

地域間交流促進ネットワーク事業（市道整備） ４２２８万円 ９６５５万円 ５４２７万円[ 56.2％]減
第１期・第２期埋立処分場整備事業 － ７８４３万円 ７８４３万円[ 皆減] 　　
社会資本整備総合交付金事業（道路整備） ８８７５万円 １億９９６３万円 １億１０８８万円[ 55.5％]減

内水対策事業 １億８９７９万円 ４億１１５８万円 ２億２１７９万円[ 53.9％]減

(仮称)福知山鉄道館ポッポランド建設事業 － ２億８８１８万円 ２億８８１８万円[ 皆減] 　　

「知の拠点」推進事業 － ２億８９３３万円 ２億８９３３万円[ 皆減] 　　

　総額 ２７億１９６０万円 ２４億３５５７万円 ２億８４０３万円[ 11.7％]増
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○普通建設事業費（単独事業）５６億９４７６万円（21億 7840万円 62.0％増) 

三和荘のリニューアル工事を行った三和地域交流拠点施設整備事業が４.７億円の増、

消防救急デジタル無線更新事業が４.３億円の増、日新地域公民館及び六人部地域公

民館の改修を行った地域公民館等長寿命化（大規模改修）事業が４.１億円の増、中・北

部地域共同消防指令センター整備事業が２.９億円の増となるなど、大規模な建設事業

が重なり、総額で２１.８億円、６２.０％の大きな増となった。 

減少に寄与した事業は、令和４年度で整備を終えた夜久野町生涯学習センター改修

事業のほか、用地買収が減少した稚児野台地国道 9 号改良関連事業などである。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

R05 R04 増減

三和地域交流拠点施設整備事業 ４億９３７７万円 ２６８８万円 ４億６６８９万円[1737.2％]増
消防救急デジタル無線更新事業 ４億３４５０万円 －　 ４億３４５０万円[ 皆増] 　　
地域公民館等長寿命化（大規模改修）事業 ４億７８６１万円 ６５６５万円 ４億１２９６万円[629.1％]増
中・北部地域共同消防指令センター整備事業 ７億８３３８万円 ４億８８９９万円 ２億９４３９万円[ 60.2％]増
小・中学校施設環境改善事業 １億８７９５万円 ２０９４万円 １億６７０１万円[797.6％]増
ごみ焼却施設修繕事業 ３億５４９１万円 ２億２１万円 １億５４７０万円[ 77.3％]増
（仮称）福知山鉄道館ポッポランド建設事業 １億７５４５万円 ５３５５万円 １億２１９０万円[227.6％]増
消防庁舎改修事業 １億９５８万円 ９０１万円 １億５７万円[1116.4％]増
内水対策事業 １億７１９０万円 ７７５４万円 ９４３６万円[121.7％]増
下六人部地区浸水被害軽減対策事業（道路改良・農業用施設）

８９０２万円 １７００万円 ７２０２万円[423.8％]増
斎場施設改修事業 １億２８００万円 ６０７３万円 ６７２７万円[110.8％]増
集会施設等整備事業 ６２８５万円 １６９５万円 ４５９０万円[270.7％]増
小・中学校施設長寿命化事業 ９３６１万円 ４９２０万円 ４４４１万円[ 90.3％]増
消防車両更新事業 ７７４５万円 ３３１６万円 ４４２９万円[133.6％]増
民間保育所施設整備事業 ４３３８万円 －　 ４３３８万円[ 皆増] 　　
三和支所施設管理事業 ９０７２万円 ５７５３万円 ３３１９万円[ 57.7％]増
児童館改修事業 ３１５６万円 ２７６万円 ２８８０万円[1045.4％]増
議場音響映像システム等更新事業 ２６９５万円 －　 ２６９５万円[ 皆増] 　　
佐藤太清記念美術館管理運営事業 ２６１１万円 －　 ２６１１万円[ 皆増] 　　
消防団施設整備事業 １億３９７１万円 １億１９８１万円 １９９０万円[ 16.6％]増
既設公園管理事業 ６７６０万円 ４９２８万円 １８３２万円[ 37.2％]増
体育施設設備整備事業 ４４８０万円 ２９８５万円 １４９５万円[ 50.1％]増
リサイクルプラザ修繕事業 １億２５９５万円 １億１７５５万円 ８４０万円[  7.2％]増
桃映地域公民館等整備事業 ６８９１万円 ６３９７万円 ４９４万円[  7.7％]増
河川維持管理事業（緊急浚渫） ４４８９万円 ４４８２万円 ７万円[  0.2％]増
緊急安全対策整備事業 ４４７３万円 ５０００万円 ５２７万円[ 10.5％]減
過疎対策事業 ６８５７万円 ８６９８万円 １８４１万円[ 21.2％]減
道路改良事業 ４６８０万円 ７６４７万円 ２９６７万円[ 38.8％]減
公共施設（除却/民間譲渡）事業 ７７５７万円 １億１６７８万円 ３９２１万円[ 33.6％]減

ハピネスふくちやま施設整備事業 － ３９５８万円 ３９５８万円[ 皆減] 　　
環境パーク運転・維持管理事業 － ４６２４万円 ４６２４万円[ 皆減] 　　
「知の拠点」推進事業 － ６６２４万円 ６６２４万円[ 皆減] 　　
小・中学校ＩＣＴ環境整備事業 ３６０万円 ８２４８万円 ７８８８万円[ 95.6％]減
稚児野台地国道9号改良関連事業 １３８１万円 １億２４９５万円 １億１１１４万円[ 88.9％]減
夜久野町生涯学習センター改修事業 － １億４１７７万円 １億４１７７万円[ 皆減] 　　
単独事業費支弁人件費 ３億４９３９万円 ３億５１０２万円 １６３万円[  0.5％]減

　総額 ５６億９４７６万円 ３５億１６３６万円 ２１億７８４０万円[ 62.0％]増

○公共施設除却事業12,007 （消防施設9,927、消防水利施設2,080） ［千円]

○公共施設民間譲渡事業65,558 (集会施設(農政課)26,049、集会施設(まちづくり)24,369、集会施設(人権推進室)15,140）
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○災害復旧事業費  ７億９７５６万円（7億 313万円 744.6％増) 

令和５年台風第７号災害により土木施設、農地・農業用施設、林道施設の災害復旧事

業が大きく増加するとともに、倒壊家屋などを公費で廃棄するための災害等廃棄物処理

事業も増となったことなどにより、総額で７.０億円、７４４.６％増と大きく増加した。 

 

   

R05 R04 増減

土木施設災害復旧事業 ５億５４６６万円 ３９８５万円 ５億１４８１万円[1291.7％]増

農地・農業用施設災害復旧事業 ８２９７万円 ７７７万円 ７５２０万円[967.3％]増
林道施設災害復旧事業 ４７００万円 －　 ４７００万円[ 皆増] 　　
災害等廃棄物処理事業（緊急対応分含む） ４０８８万円 －　 ４０８８万円[ 皆増] 　　
農業生産施設緊急復旧対策事業 ６５７万円 ５５５万円 １０２万円[ 18.4％]増
道路維持管理事業 － ２８１６万円 ２８１６万円[ 皆減] 　　

災害復旧事業費支弁人件費 ５８５０万円 ９３０万円 ４９２０万円[528.8％]増

　総額 ７億９７５６万円 ９４４３万円 ７億３１３万円[744.6％]増
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２ 決算収支 

   

原油価格・物価高騰緊急対策に取り組みつつ、大型事業や災害復旧事業に係る投資的

経費が増加したことで、歳入歳出ともに合併以後２番目の大型決算となった。 

市税収入が増加したことに加え、国の経済対策による普通交付税の追加措置があったこと、

合併算定替逓減対策基金や財政調整基金を活用した結果、歳入歳出差引額から翌年度へ

繰越すべき財源を控除した実質収支は９億２７万円の黒字となり、前年度決算に比べ２億  

３６５５万円の減となった。この実質収支の額は、その半分を財政調整基金へ積み立て、残っ

た半分は純繰越金（一般財源）として令和６年度へ繰り越している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基金残高の状況   

 
 
令和５年台風第７号災害関連事業及び原油価格・物価高騰緊急対策の実施に伴い財政

調整基金を４.８億円、地方債繰上償還の財源として減債基金を５.０億円、合併算定替逓減

対策基金を３.３億円それぞれ取り崩したことなどで、財源対策基金残高は減少して４５.４億円

となった。 

特定目的基金は、ふるさと納税基金と地域振興基金を積極的に活用したことなどで、総額

は前年度から減少して５４.２億円となった。 

定額運用基金を除く一般会計所管の基金残高全体では、９９.６億円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財源対策基金、特定目的基金ともに減少し、基金総額は８.８億円減の９９.６億円に 

合併以後２番目の大型決算 昭和４７年度以来５２年連続の黒字決算を継続 

特
定
目
的
基
金 

財
源
対
策
基
金 

（単位：千円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 差引 増減率

歳入総額 ① 51,170,416 47,548,016 3,622,400 7.6

歳出総額 ② 49,914,105 45,804,898 4,109,207 9.0

歳入歳出差引額 ①－②＝③ 1,256,311 1,743,118 △ 486,807 △ 27.9

翌年度へ繰越すべき財源 ④ 356,044 606,303 △ 250,259 △ 41.3

実質収支 ③－④＝⑤ 900,267 1,136,815 △ 236,548 △ 20.8

単年度収支 ⑥ △ 236,548 132,708 △ 369,256 △ 278.2

積立金（財政調整基金） ⑦ 5,974 4,928 1,046 21.2

繰上償還金（任意） ⑧ 498,038 609,990 △ 111,952 △ 18.4

積立金取崩し額（財政調整基金） ⑨ 480,000 420,000 60,000 14.3

実質単年度収支 ⑥＋⑦＋⑧－⑨ △ 212,536 327,626 △ 540,162 △ 164.9

30.2 34.2 39.1
26.5 23.8 18.6 22.9 23.6 27.1 28.9 31.6 31.8 32.9 33.8 34.8

1.8
7.1

8.2

9.2 10.3
11.3

15.5 14.2 13.0 10.8 10.8 12.2
16.6 12.9 10.111.6

11.7

11.7 11.7 11.7 11.7 10.7 5.8
3.8 3.8

0.5
33.2

42.2

47.4 54.1
54.8 57.8

59.2 59.6 57.7 56.5 56.4
56.7

60.6
57.9

54.265.2

83.5

94.7 96.7
100.5 99.4

109.3 109.1 109.5 107.9 109.5 106.5
113.9

108.4

99.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

億円 基金残高の推移（定額運用基金・特別会計を除く）
特定目的基金
合併算定替逓減対策基金
減債基金
財政調整基金

6.9
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基金の年度末現在高の推移 （単位：千円）

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

1,863,192 2,294,441 2,364,037 2,712,239 2,887,088 3,158,972 3,178,522 3,296,473 3,383,455 3,477,836

1,132,846 1,549,646 1,421,005 1,297,082 1,083,689 1,078,872 1,224,585 1,660,403 1,286,512 1,016,770

1,164,884 1,167,038 1,168,717 1,170,273 1,172,613 1,074,388 575,964 376,861 377,627 50,220

151,567 145,564 139,476 133,472 127,635 120,757 112,605 104,340 96,029 87,975

203,534 291,031 363,906 267,572 244,101 226,692 178,870 146,151 95,575 27,665

476,956 473,933 465,936 462,280 458,437 449,999 467,845 491,486 479,593 486,201

6,128 5,886 5,640 5,394 5,155 4,913 4,670 4,427 4,183 3,940

24,479 24,511 24,498 24,486 24,535 24,540 24,544 24,550 24,550 24,555

17,796 15,615 13,426 11,230 9,052 6,866 4,776 2,584 0

21,393 21,409 21,418 21,420 21,457 21,483 21,508 21,535 19,248 23,662

2,453,372 2,677,972 2,659,871 2,449,944 2,308,696 2,083,726 1,934,154 2,098,766 1,956,146 1,703,240

5,599 5,814 16,453 10,092 5,712 5,720 5,729 5,738 5,745 5,754

120,792 102,293 87,185 75,846 67,898 64,050 54,032 49,939 48,421 43,663

208,639 203,076 199,843 194,843 192,002 209,899 250,852 214,297 179,700 147,321

2,836 3,079 5,651 3,657 3,404 2,304 2,307 2,311 0

18 18 0 0 0 0 0 0 0 0

3,452 3,666 4,402 4,738 2,904 3,049 3,651 3,953 3,989 4,238

3,170 3,058 3,011 2,924 2,843 2,772 2,738 2,693 2,645 2,580

502 489 462 414 376 324 302 252 202 142

13,494 13,699 17,399 15,611 14,150 11,688 12,333 12,352 12,369 12,388

652,569 623,125 623,486 623,790 625,038 625,984 626,902 627,878 614,782 614,026

70,061 65,142 54,785 46,404 40,182 35,827 32,439 26,675 21,403 16,896

24,427 23,427 23,443 468 469 469 470 0

20,055 21,008 21,458 21,590 21,114 22,426 22,994 13,646 14,073 14,079

58,945 58,627 58,415 55,044 54,284 53,826 53,593 53,356 50,915 24,565

348,177 237,238 291,456 262,240 311,720 357,035 380,734 323,173 346,609 370,159

389,240 417,036 423,900 422,846 399,836 329,571 244,460 208,009 202,236 153,009

298,124 298,438 275,033 261,376 304,795 288,246 285,785 367,968 292,673 365,658

181,085 160,546 155,582 137,736 120,549 104,379 94,292 84,402 76,740 67,620

17,986 26,011 609 24,494 8,654 8,426 0

0

1,156 117,287 169,531 231,060 240,410 355,531 445,377 559,497

2,300 2,597 6,236 14,072 21,295 6,885 12,827 17,371

105,877       97,224        205,569       315,668       494,691       657,677       567,901

19,579 40,454 82,012 55,994 16,681

100,000       191,029       189,426       55,003        55,089

36,000        38,072        17,873        48

5,774,396 5,921,711 5,960,200 5,765,672 5,647,989 5,635,251 5,667,441 6,057,098 5,792,577 5,415,923

9,935,318 10,932,836 10,913,959 10,945,266 10,791,379 10,947,483 10,646,512 11,390,835 10,840,171 9,960,749

2,766 2,766 2,766 1,619 1,619 1,620 1,621 1,593 0

21,598 21,328 20,670 19,390 18,679 19,391 18,109 19,467 19,623 20,113

24,364 24,094 23,436 21,009 20,298 21,011 19,730 21,060 19,623 20,113

9,959,682 10,956,930 10,937,395 10,966,275 10,811,677 10,968,494 10,666,242 11,411,895 10,859,794 9,980,862

20,673 85,045 63 113,636 258,941 223,327 266,132 347,105 423,289 354,202

11,705 11,714 11,720 11,723 11,732 11,739 11,745 11,751 11,755 11,761

5,032 5,037 5,041 5,042 5,047 5,050 5,053 5,056 5,058 5,060

32,674 34,358 34,880 42,036 43,178 41,288 42,491 46,732 57,424 64,255

27,350 193,862 246,227 362,209 431,429 517,880 565,715 629,473 685,535 797,240

27,291 22,570 21,917

5,226 9,241 11,290 10,249 7,879 3,786

95 96 96 96 96 96 96 96 96 96

2,908 2,908 2,866 2,793 2,668 2,554 2,469 2,425 2,387 2,338

124,725 352,586 319,848 539,872 759,568 810,574 901,385 1,047,996 1,186,847 1,232,518

10,084,407 11,309,516 11,257,243 11,506,147 11,571,245 11,779,068 11,567,627 12,459,891 12,046,641 11,213,380
＊中夜久野地区・下夜久野地区財政調整基金は、財政健全化法による区分により合計に含めていない。

新型コロナウイルス感染症対策資金利
子補給事業基金（②～）

減債基金（簡水特会分）

佐藤八重子記念子ども読書活動振興基
金

用品調達基金

国民健康保険事業基金

ふるさと納税基金（㉙～）

民生援護資金貸付基金（～④）

小計   ⑥

地域の元気臨時交付金基金（～㉖）

公共施設等総合管理基金（㉘～）

豊かな森を育てる基金（㉘～）

森林環境譲与税基金（①～）

福知山鉄道館運営事業等浅田基金（～
④福知山鉄道館ポッポランド（仮称）整備
事業等浅田基金）（①～）

合   計  （⑦＋⑧）

小    計     ⑧

開発関連公共施設等整備基金（～③）

定
額
運
用

基
金

小    計    ⑤　　(①+②+③＋④）

墓園基金

第三セクター等改革推進債償還基金（～
②）

一般会計 計   ⑦  （⑤ + ⑥）

特
定
目
的
基
金

地域福祉基金

市展振興基金

中山間ふるさと水と土保全基金

佐藤太清賞基金（～④）

おもいでの森づくり事業基金

佐藤太清記念美術館振興基金（～④佐
藤太清記念美術館整備基金）
鉄道網整備事業及び関連都市計画事業
基金

特定目的基金　小 計     ④

（参考）
中夜久野地区財産区財政調整基金
（参考）
下夜久野地区財産区財政調整基金

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

介護サービス事業基金
特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険高額療養費貸付基金

国民健康保険出産費貸付基金

介護保険介護給付費準備基金

減債基金（集排特会分）

企業誘致促進及び工場等操業支援基金

過疎地域持続的発展基金

財政調整基金     ①

減  債  基  金     ②

文化芸術会館等建設基金

ふるさと就職応援基金

福知山城天守閣整備基金（～㉚ 郷土資
料館整備基金）

長田野工業団地公園緑地等事業基金

教育施設整備及び都市計画事業基金
（～④）

庵我地区公益事業基金

岡地区公益事業基金

スポーツ賞基金

文化賞基金

財
源
対
策
基
金 合併算定替逓減対策基金（㉔～） ③

地域振興基金

福知山千年の森ふるさと基金

地域振興施設維持補修基金

淡水漁業振興基金

ふるさと創生事業基金
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４ 市債残高の状況   

   
 
令和５年度末の市債残高は、一般会計では４４９億９３９５万円となり、前年度より７４５万円

減少した。特別会計と企業会計を加えた全会計では８３７億７３４万円となり、１億４５万円減少

した。市債残高のうち普通交付税で算入（償還補助）される額を除いた実質的な市債残高は、

一般会計で１１８億１８９２万円（６億７３２５万円の増加）、全会計では３７８億６１５５万円（５億 

２９７６万円の増加）となった。 

特別会計の残高がなくなったのは、農業集落排水施設事業を企業会計である下水道事業

会計へ経営統合したためであり、企業会計はその分について増加している。 

交付税算入率の高い市債発行に努めているものの、投資的経費の増加に伴い発行額が

大きかったことにより、実質的な市債残高は増加した。 

旧合併特例事業債は、発行可能額２６９億６６７０万円のうち令和５年度末までの累計でそ

の９５.６％にあたる２５７億８２４０万円を発行し、うち１６５億１０００万円を償還している。 

 

  

全会計の残高は１.０億円減少の８３７.１億円～実質的な市債残高は５.３億円増加 

（市債の年度末借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 44,993,947 11,818,919 45,001,399 11,145,667 △7,452 673,252

特 別 会 計 0 0 3,564,369 1,607,283 △3,564,369 △1,607,283

企 業 会 計 38,713,396 26,042,629 35,242,022 24,578,840 3,471,374 1,463,789

全 会 計 合 計 83,707,343 37,861,548 83,807,790 37,331,790 △100,447 529,758

（市民一人あたり借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 602 158 596 148 6 10

特 別 会 計 0 0 47 21 △ 47 △ 21

企 業 会 計 518 349 467 326 51 23

全 会 計 合 計 1,120 507 1,110 495 10 12

年度末人口

（住基+外国人） 74,704人     75,471人     △767人      

【参考】　主な交付税算入率の高い市債の残高状況（普通会計ベース） （単位：千円）

残高総額に
占める割合

残高総額に
占める割合

臨 時 財 政 対 策 債 100% 14,428,981 32.1% 15,662,341 34.8% △ 1,233,360

旧 合 併 特 例 事 業 債 70% 9,272,398 20.6% 10,258,682 22.8% △ 986,284

過 疎 対 策 事 業 債 70% 3,648,145 8.1% 3,465,282 7.7% 182,863

緊急防災・減災事業債 70% 3,546,033 7.9% 2,542,723 5.7% 1,003,310

辺 地 対 策 事 業 債 80% 626,906 1.4% 690,744 1.5% △ 63,838

31,522,463 70.1% 32,619,772 72.5% △ 1,097,309

44,993,947 45,001,399 △ 7,452全市債残高総額

小　計

Ｒ５
年度末残高①

Ｒ４
年度末残高②

増減
①－②

交付税
算入率

R5年　① R4年　② 増減　①－②

総額 総額 総額

総額 総額

R5年　① R4年　② 増減　①－②

総額

52.7% 57.6%
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※旧合併特例事業債の状況（令和５年度末） （単位：千円）

発行可能額 発行済額 償還済額 未償還残高 完済予定年度

26,966,700 25,782,400

24,450,500 23,266,200

2,516,200 2,516,200

R22　　　　うち投資的事業分

　　　　うち基金造成分

旧合併特例事業債

16,510,002 9,272,398

 

518 517 511 495 494 495 495 473 450 450

123 115 106
66 57 45 42

39
36 0

352 359 355
380 383 381 371

360
352 387

165 155 148 137 133 128 127 118 111 118

62 61 58
27 24 20 19 18 16 0

233 241 239
259 262 262 260 251 246 260

993 991 972
941 934 921 908

872
838 837

460 457 445
423 419 410 406 387 373 378

0

200

400

600

800

1,000

1,200

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

市債

残高

実質

市債

残高

H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05

会計別市債残高の推移（H26以降)
企業会計 市債残高
特別会計 市債残高
一般会計 市債残高

億円

＜市債残高の推移状況＞

18
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230.3 
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252.4 
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億円

発行済額

償還済額

年度末

発行限度額 269.7億円

未
償
還
残
高

旧合併特例債

R5までの借入れと

その償還予定

R6以降

借入れ可能額

11.9億円

92.7
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特別会計 
 

決算収支の状況（実質収支） 

決算 
区分 

会計数 
[前年度] 

会計名 
実質収支額計 

[ 前年度 ] 

黒字 

会計 

３ 

[４] 

国民健康保険事業、介護保険事業（保険事業勘定、

サービス事業勘定）、後期高齢者医療事業 

4 億 2110 万円 

[7 億 2383 万円] 

赤字 

会計 

２ 

[２] 
宅地造成事業、石原土地区画整理事業 

△1 億 7342 万円 

[△1 億 8731 万円] 

収支

差引

ゼ ロ 

４ 

[５] 

国民健康保険診療所費、と畜場費、休日急患診療所

費、下夜久野地区財産区管理会 

― 

[ ― ] 

合計 
９ 

[１１] 
 

2 億 4768 万円 

[5 億 3652 万円] 

 
 
 

（１）国民健康保険事業 

昨年度に引き続き一人あたり平均保険料額を据え置き、保険料収納率（現年分）は 

９６％台を維持したが、被保険者数の減少により保険料収入総額は昨年度より１億  

１５４１万円減の１１億３００６万円となった。 

歳出では、保険給付費全体で前年度から減少し、２億１０７７万円減の５０億８６４１万

円となった。その要因は、被保険者数の減少に伴い給付件数が減少したことによるも

のである。 

歳出総額は、７１億４８８６万円で、前年度比３億４９０３万円の減、決算収支の黒字

額は前年度から２４３４万円減少し、１億２１５５万円となった。なお、令和５年度末の基

金残高は、３億５４２０万円となった。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

診療日数は９５日、年間診療件数は１０４５件で前年度と比較して６２件減少し、診療

収入も１３５万円減収となった。 

歳出では、医薬材料費等は減となったが人件費は、前年度より４７万円増となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
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（３）と畜場費 

令和２年度をもって施設を休止したことにより、使用料収入はない。 

令和５年度の歳出は、皮置き場及び獣魂碑の取壊しに関する補償金及び建物保険

料の支出により、合計３２０万円で、前年度より２８５万円の増となった。 

決算収支は、一般会計からの運営負担金３２０万円により均衡を図った。 

 

（４）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、令和５年度末現在で７９区画の売却が完

了し、残りの分譲地は７区画となっている。 

令和５年度については、１区画（７０２万円）売却したため、実質収支の赤字額は前

年度の１０２２万円から６０６万円減少し、４１６万円となった。 

 

（５）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して、内科・小児科の初期救急医

療を提供した。 

診療日数は７２日、年間受診者数は２００４人で、対前年度比２９８人の増となり、一

日あたりの平均受診者数は２７.８人であった。 

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症に加え、長期に渡るインフルエンザの流

行により受診者は増加したが、感染症に対する診療報酬臨時加算が減少となり、決算

規模としては、対前年度比８２９万円減の２８５６万円となった。 

決算収支は、一般会計への繰出金４０５万円により収支の均衡を図った。 

 

（６）石原土地区画整理事業 

保留地売却実績は１区画、８８９万円であり、前年度と比較して１億６７０６万円の減

収となった。この結果、実質収支は１億６９２６万円の赤字となり、赤字は依然として多

額ながら前年度比で７８０万円の改善となった。 

 

（７）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第８期介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）に基づき保険料の賦課、要介

護認定、保険給付、地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

保険給付費は７１億４６８４万円で、前年度比９６２５万円、１.４％の増となった。歳出

規模は８２億２４８５万円で、前年度比３億１００万円の増、決算収支の黒字額は前年度

から１億７８７３万円減少し、２億８５２４万円となった。 

介護給付費準備基金は１億２１７２万円の取り崩しを行ったものの、２億３３４２万円を

積み増し、令和５年度末残高は７億９７２４万円となった。 

②サービス事業勘定 

要支援認定者に係る介護予防サービス支援計画を直営と委託により合せて６７０９

件（前年度は６７１７件）作成した。 

歳出決算は、４２８６万円で前年度比９３６万円の増、決算収支は前年度からは   
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７８４万円減少し１３２万円の黒字決算となった。 

介護サービス事業基金は、９１６万円を積み増し令和５年度末残高は６４２５万円とな

った。 
 

（８）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び財産の管理を行った。決算規模は５６千

円で、前年度比１２千円の増となり、基金繰入により収支の均衡を図った。 
 

（９）後期高齢者医療事業 

歳入決算は、保険料収入と保険基盤安定繰入金などが増加したことにより前年度よ

り５４９９万円増加し、２３億３１３４万円となった。 

歳出決算は、京都府後期高齢者医療広域連合に支出する療養給付費負担金など

の納付金が増加した影響で前年度より７０３４万円増加し、２３億１８３５万円となった。 

決算収支は１２９９万円の黒字となった。 
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財政指標 

 
 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は０.９ポイント上昇し９３.７％となった。上昇の主な

要因は、扶助費、人件費及び公債費それぞれの経常的な支出額の増加である。また、原油価

格高騰に伴う公共施設の管理運営に係る光熱費はやや落ち着いたものの円安傾向が続く中

にあって見通しが不透明であることや、労務単価や人件費、物価の更なる高騰も見込まれる現

状に鑑みると、持続可能な財政構造を堅持していくためには、より一層の財政健全化の取組を

進めていく必要がある。 

分母の経常一般財源は、法人市民税が１.０億円の増、個人市民税と固定資産税がそれぞ

れ０.３億円の増となった地方税収（都市計画税除く）が全体で１.７億円増加したことや、株式

等譲渡所得割交付金が０.４億円増加したことなどにより、総額で２.１億円増の２６０.７億円と

なった。 

一方、経常一般財源のうち経常的な支出に使われた金額（分子）は、前年度から４.３億円

増加し２４４.４億円となった。分子の増加要因のうち大きなものは、地方債元利償還金の１.０

億円の増、保育所委託事業の０.５億円の増、自立支援給付（障害福祉サービス等）の０.５億

円の増、処遇改善に係る制度改正があった会計年度任用職員報酬・手当分の２.０億円の増、

介護保険事業特別会計繰出金の０.２億円の増などに加え、特定財源である産業廃棄物手

数料が０.３億円減少したことなどである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

経常収支比率 ９３.７％ ～前年度比＋０.９ポイントとやや上昇 

（注 1）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合は一

般会計、休日急患診療所費特別会計が対象となる。 

（注 2）類似団体の類型は令和２年度まではⅡ－１、令和３年度からはⅡ－２となっている。 
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90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

経常収支比率の推移

福知山市

類似団体平均

R5＝ ×100＝ 93.7%
経常経費に使われた経常一般財源 244.4億円［+4.3億円］

経常一般財源総額等 260.7億円［+2.1億円］
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健全化判断比率等の状況 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定められた地方公共団体の財政の健全

性を判断するための４つの指標を総称し「健全化判断比率」といい、「早期健全化基準」以上

である場合には「財政健全化計画」を、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財政再

生計画」を定めなければならない。また、公営企業等については、資金不足比率が経営健全

化基準を超えた場合、経営健全化計画を定めなければならない。 

令和５年度における健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内であった。赤

字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体では黒字決算であ

るため非該当である。③実質公債費比率は、分母となる標準財政規模が増加したことなどで

単年度数値が 0.1 ポイント改善したものの、指標に用いる３カ年平均では前年度から 0.2 ポイ

ント上昇の 9.8％となった。④将来負担比率については、公営企業債等繰入見込額の減額な

どにより前年度比 5.6 ポイント改善の 28.2％となった。  

●健全化判断比率（４指標）  ※下段(）書きは令和４年度数値       （単位：％） 

  
① 実質赤字 

比率 

② 連結実質 

  赤字比率 

③ 実質公債費 

比率 

④ 将来負担 

比率 

福知山市 
- - 9.8 28.2 

(-) (-) (9.6) (33.8) 

早期健全化基準 
12.10 17.10  25.0  350.0  

(12.12) (17.12) (25.0) (350.0) 

財政再生基準 
20.00  30.00  35.0  

  (20.00) (30.00) (35.0) 

 

実質公債費比率と将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全化判断比率の４指標は全て早期健全化基準内、資金不足の公営企業はなし 
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●資金不足比率                                               （単位：％） 

会 計 名 R5 R4 R3 R2 R1 経営健全化基準 

資金不足企業会計なし - - -  -  -  20.0 

 

 

 

<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したも

の。この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていること

を示している。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共

団体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（地方債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危

険度を示したもの。地方債の償還は原則削減や先送りができないため、この比率が高くな

るほど財政の弾力性が低下していることを示している。 

比率が18％以上になると、地方債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一

般単独事業等の地方債発行が制限される。 

実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計、企業会計への公債費償還相当繰出金及び負担金、加入団体への借入金

償還財源負担金、債務負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 
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○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残

高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高い

と将来の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に

係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額） 

 

○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して

指標化し、経営状況の健全度を示したもの。 

この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消するのが難しくなり、公営企業の

経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債 

の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設改良費等以外の経費の財 

源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て

「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字再建団体と

なり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が求められる。 

  

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」を

策定し、経営健全化を図る必要がある。 
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<会計区分のイメージ> 

一
般
会
計
等 

一般会計 実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

 

将

来

負

担

比

率 

一般会計等に属

する特別会計 
休日急患診療所費特別会計 

公 

営 

事 

業 

会 

計 

一般会計等以外

の特別会計のう

ち公営企業に係

る特別会計以外

の特別会計 

国民健康保険事業特別会計   

国民健康保険診療所費特別会計  

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

後期高齢者医療事業特別会計   

公 

営 

企 

業 

会 

計 

法適用 

企業 

水道事業会計 

資

金

不

足

比

率 

下水道事業会計 

病院事業会計 

法非適用 

企業 

と畜場費特別会計 

宅地造成事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計（Ｒ４廃止） 

農業集落排水施設事業特別会計（Ｒ４廃止） 

石原土地区画整理事業特別会計 

一部事務組合 
京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     

京都府自治会館管理組合     

広域連合 
京都府後期高齢者医療広域連合     

京都地方税機構   

地方公社、第３セクター

等、地方独立行政法人(※) 
福知山公立大学       

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターによる将来負担比率へ

の実質的な影響はなし。 



30 

 

資料編 

 

１ 会計別決算の状況 

   

（単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

51,170,416 49,914,105 356,044       900,267 9.0

7,270,408 7,148,862 -                121,546 △ 4.7

28,191 28,191 -                0 1.7

3,199 3,199 -                0 803.7

7,284 11,441 -                △ 4,157 △ 49.9

28,564 28,564 -                0 △ 22.5

8,965 178,226 -                △ 169,261 △ 49.5

8,510,090 8,224,850 -                285,240 3.8

44,183 42,858 -                1,325 28.0

56 56 -                0 27.6

2,331,337 2,318,348 -                12,989 3.1

18,232,277 17,984,595 -                247,682 △ 5.7

2,192,716 2,025,272 -                167,444 △ 4.5

4,647,617 4,297,060 -                350,557 24.9

16,523,146 16,176,452 -                346,694 1.1

15,818,125 15,486,406 -                331,719 1.0

705,021 690,046 -                14,975 3.8

23,363,479 22,498,784 -                864,695 4.4

92,766,172 90,397,484 356,044       2,012,644 4.6

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

介 護 保 険
事 業 介 護 サ ー ビ ス

事 業 勘 定

保 険 事 業
勘 定

企 業 会 計 合 計

下 水 道 事 業

下 夜 久 野 地区 財 産 区 管 理会

福知山市民病院

大江分院

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

宅 地 造 成 事 業

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

病 院 事 業

市民病院事業
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２ 一般会計歳入決算の状況 

   

（ 単位 ： 千円、％ ）

245,236 0.5 230,009 0.5 15,227 6.6

自動 車税 環境 性能 割交 付金

法 人 事 業 税 交 付 金

81,111 0.2 76,709 0.2 4,402

51,170,416 100.0

0.0

8,353,043 16.3

3,066,243 6.0

32,189,305 62.9

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

△ 14.8

△ 16.4

37.0734,918

△ 63,847寄 附 金 388,388

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 4,026

54,776

79,032

分 担 金 及 び 負 担 金 162,608

諸 収 入 1,070,555

市 税 11,949,915

財 産 収 入 406,079

使 用 料 及 び 手 数 料 1,138,161

2.0

324,541 0.6

2,722,545 1,987,627

345,839 0.7

12,123,702 23.7

185,644 0.4

5.3

1,072,958 2.1

91,426 0.2

37.1

1,174,710 2.3

18,981,111

1.0

0.0

0.2

18,167,950

490,131493,618 1.0

1,064,616

2.4

4.2

2.2

2.3

3,719 0.0

1,031,171

4.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

1,909,345 3.7

0.8

173,787

38.2

0.3

25.1

23,036

△ 39,384

0.9

区     分 令 和 4 年 度令 和 5 年 度

収 入 済 額財    源    別
構成
比率

収 入 済 額
構成
比率

地 方 特 例 交 付 金 92,737 0.2

0.04,465 0.0

25,464

0.1

90,730 0.2

0.0 7,043 0.0

1,925,635

6,536

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 93,236 0.2

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

25,591 0.10.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,609

金 額

2,856

△ 2,007

△ 127

△ 507

△ 65,203

△ 307

△ 16,290

△ 60,240

11,746,258 24.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,881 0.0

12,121,076 23.7

7,858

国 庫 支 出 金 8,277,998

47,548,016 100.0 3,622,400

29,380,066 61.8

2,075

75,045

市 債 3,295,463 6.9 2,300,7365,596,199 10.9

3,064,168 6.4

17.4

14.2

△ 5.7

△ 3.7

10.3

374,818

12,394

38,460

△ 1,023

5.7

9.6

7.6

比 較 増 減

3.2

△ 11.5

0.9

0.1

△ 7.2

177.5

△ 0.5

4.5

0.7

△ 2.2

△ 7.6

15.7

70.2

△ 0.8

2,809,239

69.8

110,094

813,161

3,487

伸率

1.5
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市税

23.7 %

地方譲与税

1.0 %

地方消費税交付金

3.7 %

法人事業税

交付金

0.5 %

地方交付税

23.7 %
分担金及び負担金

0.4 %

使用料及び手数料

2.1 %

国庫支出金

16.3 %

府支出金

6.0 %

財産収入

0.7 %

寄附金

0.6 %

繰入金

5.3 %

繰越金

2.3 %

諸収入

2.0 %

市債

10.9 %

その他

0.8 %

歳入決算の構成比 単位（％）

119.5 

4.9 

19.3 

2.3 

117.5 

1.6 

11.4 

82.8 

30.6 

4.1 3.9 

19.9 

10.6 

10.7 

32.9 

3.5 

121.2 

4.9 

19.1 

2.5 

121.2 

1.9 

10.7 

83.5 

30.7 

3.5 3.2 

27.2 

11.8 

10.3 

56.0 

4.0 

0

20

40

60

80

100

120

140

億円
前年度歳入決算額との比較

R4 R5
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３ 主な一般財源の状況 

  
（単位：千円、％）

令和5年度 令和4年度 増減額 増減率

市 税 12,123,702 11,949,915 173,787 1.5

地 方 譲 与 税 493,618 490,131 3,487 0.7

利 子 割 交 付 金 3,719 4,026 △ 307 △ 7.6

配 当 割 交 付 金 91,426 79,032 12,394 15.7

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 93,236 54,776 38,460 70.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,909,345 1,925,635 △ 16,290 △ 0.8

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,536 7,043 △ 507 △ 7.2

自 動 車 取 得 税 交 付 金 4,465 1,609 2,856 177.5

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 81,111 76,709 4,402 5.7

法 人 事 業 税 交 付 金 245,236 230,009 15,227 6.6

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

25,464 25,591 △ 127 △ 0.5

地 方 特 例 交 付 金 90,730 92,737 △ 2,007 △ 2.2

地 方 交 付 税 12,121,076 11,746,258 374,818 3.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,858 8,881 △ 1,023 △ 11.5

臨 時 財 政 対 策 債 182,699 406,063 △ 223,364 △ 55.0

27,480,221 27,098,415 381,806 1.4

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況 

 

  

（１）決算状況 (単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(2)

5,161,669   22,076       5,183,745   5,025,784   26,301       5,052,085   131,660 2.6

3,838,949   21,279       3,860,228   3,807,157   25,015       3,832,172   28,056 0.7

1,322,720   797           1,323,517   1,218,627   1,286         1,219,913   103,604 8.5

5,742,043   15,063       5,757,106   5,700,255   23,877       5,724,132   32,974 0.6

5,716,054   15,063       5,731,117   5,674,103   23,877       5,697,980   33,137 0.6

25,989       -              25,989       26,152       -              26,152       △163 △ 0.6

311,747      2,128         313,875      308,072      3,886         311,958      1,917 0.6

21,839       -              21,839       23,269       -              23,269       △1,430 △ 6.1

289,908      2,128         292,036      284,803      3,886         288,689      3,347 1.2

606,494      -              606,494      601,913      -              601,913      4,581 0.8

8,587         -              8,587         7,730         -              7,730         857 11.1

253,199      696           253,895      251,146      951           252,097      1,798 0.7

12,083,739  39,963       12,123,702  11,894,900  55,015       11,949,915  173,787 1.5

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

99.51 31.91 98.82 99.54 38.01 98.80 △ 0.03 △ 6.10 0.02

令和５年度 令和４年度 増減

伸 率
(%)

令和４年度

市 税 合 計

令和５年度 決 算
対 比

(1)－(2)
款 項 目

市 民 税

た ば こ 税

国 有 資 産 等 所 在
市 町 村 交 付 金

入 湯 税

都 市 計 画 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

種 別 割

環 境 性 能 割
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市民税（個人）

31.8%

市民税（法人）

10.9%

固定資産税

47.5%

軽自動車税

2.6%

たばこ税

5.0%

入湯税

0.1%
都市計画税

2.1%

市税の構成比
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0
.1
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

市民税（個人） 市民税（法人） 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税

億円
市税の推移

R元 R2 R3 R4 R5
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５ 一般会計歳出決算の状況 

   （１）目的別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 302,169 0.6 283,669 0.6 18,500 6.5

総 務 費 6,326,541 12.7 5,913,125 12.9 413,416 7.0

民 生 費 15,787,022 31.6 15,128,802 33.0 658,220 4.4

衛 生 費 6,412,249 12.9 5,767,242 12.6 645,007 11.2

労 働 費 17,210 0.0 17,232 0.0 △ 22 △ 0.1

農 林 業 費 1,195,862 2.4 1,878,597 4.1 △ 682,735 △ 36.3

商 工 費 1,269,910 2.5 1,214,213 2.7 55,697 4.6

土 木 費 4,011,824 8.0 3,392,680 7.4 619,144 18.2

消 防 費 3,053,274 6.1 2,153,989 4.8 899,285 41.7

教 育 費 5,077,601 10.2 4,226,329 9.2 851,272 20.1

災 害 復 旧 費 684,634 1.4 47,628 0.1 637,006 1337.5

公 債 費 5,775,811 11.6 5,781,390 12.6 △ 5,579 △ 0.1

目的別合計 49,914,105 100.0 45,804,898 100.0 4,109,207 9.0

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 7,705,712 15.4 7,473,315 16.3 232,397 3.1

物 件 費 5,522,877 11.1 5,607,918 12.3 △ 85,041 △ 1.5

維 持 補 修 費 323,505 0.6 318,509 0.7 4,996 1.6

扶 助 費 9,803,025 19.6 9,651,922 21.1 151,103 1.6

公 債 費 5,774,315 11.6 5,780,027 12.6 △ 5,712 △ 0.1

補 助 費 等 6,908,654 13.8 6,065,345 13.2 843,309 13.9

積 立 金 1,270,662 2.5 918,855 2.0 351,807 38.3

貸 付 金 ・ 出 資 金 261,283 0.5 236,211 0.5 25,072 10.6

繰 出 金 3,132,147 6.3 3,706,438 8.1 △ 574,291 △ 15.5

投 資 的 経 費 9,211,925 18.5 6,046,358 13.2 3,165,567 52.4

性質別合計 49,914,105 99.9 45,804,898 100.0 4,109,207 9.0

性質別

令和4年度 増減令和5年度

目的別

令和4年度 増減令和5年度
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議会費 0.6%

総務費 12.7%

民生費 31.6%

衛生費 12.9%労働費 0.0%
農林業費 2.4%

商工費 2.5%

土木費 8.0%

消防費 6.1%

教育費 10.2%

災害復旧費 1.4%

公債費 11.6%

歳出決算の構成比（目的別）

2.8 

59.1 

151.3 

57.7 

0.2 

18.8 

12.1 

33.9 
21.5 

42.3 

57.8 

0.5 3.0 

63.3 

157.9 

64.1 

0.2 

12.0 
12.7 

40.1 
30.5 

50.8 
57.8 

6.8 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

億円 前年度歳出決算額との比較（目的別） R4 R5



38 

 

６ 財政健全化判断比率算定シート 

 

（１）実質赤字比率 （単位：千円）

5年度 4年度 増減

900,267 1,136,815 △ 236,548

0 0 0

900,267 1,136,815 △ 236,548

3.63% ⇒ － 4.65% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率 （単位：千円）

5年度 4年度 増減

121,546 145,883 △ 24,337

0 0 0

285,240 463,975 △ 178,735

1,325 9,163 △ 7,838

12,989 28,339 △ 15,350

5年度 4年度 増減

1,213,392 1,050,560 162,832

336,568 306,508 30,060

8,774,866 8,539,940 234,926

0 0 0

62,226 87,349 △ 25,123

0 0 0

0 76,469 △ 76,469

31,520 32,298 △ 778

10,839,672 10,740,484 99,188

11,739,939 11,877,299 △ 137,360

24,785,130 24,416,312 368,818

47.36% ⇒ － 48.64% ⇒ － －　

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

と畜場費特別会計

下水道事業会計

病院事業会計

①　＋　②　＝　③

法 適 用
企 業

法非適用
企 業

宅地造成事業特別会計

農業集落排水施設事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

石原土地区画整理事業特別会計

公
営
企
業
会
計

水道事業会計

一
般
会
計
等

実質赤字比率

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

一般会計

計　①

休日急患診療所費特別会計

実質収支額

実質収支額

資金不足・剰余額

一般会 計等 以外

の 特 別 会 計 の
う ち 公 営 企 業 に

係 る 特 別 会 計
以 外の特別 会計

国民健康保険診療所費特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

会　計　名

　③÷④
　　　正数は　”　-　”

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

連結実質赤字比率
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

5年度 4年度 増減

① 5,518,784 5,485,792 32,992

② 1,663,301 1,744,427 △ 81,126

1,648,900 1,730,539 △ 81,639

0 0 0

14,401 13,888 513

0 0 0

③ 229,205 259,656 △ 30,451

4,943,123 4,816,027 127,096

⑤ 24,785,130 24,416,312 368,818

10.12880 10.99237 △ 0.86357

10.3 10.3 0.0

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

5年度 4年度 増減

44,993,947 45,001,399 △ 7,452

0 0 0

15,748,316 17,363,563 △ 1,615,247

0 0 0

5,444,317 5,477,113 △ 32,796

0 0 0

① 66,186,580 67,842,075 △ 1,655,495

10,383,970 10,812,237 △ 428,267

4,316,031 3,915,971 400,060

3,061,891 3,255,660 △ 193,769

45,845,795 46,476,000 △ 630,205

② 60,545,796 61,204,208 △ 658,412

③ 24,785,130 24,416,312 368,818

4,795,296 4,830,257 △ 34,961

28.2 33.8 △ 5.6

※１ 　組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合に対しての見込額である。

※２　

（５）資金不足比率
該当会計なし

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将来負担比率

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

退職手当負担見込額

　「独立行政法人　公立大学法人福知山公立大学」は、貸借対照表上の繰越欠損金がなかったため、設立団体の負担見込額
　を構成せず、将来負担額はゼロと評価される。

充
当
可
能
財
源

組合等負担等見込額

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

内
訳

特定財源

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

標準財政規模

一時借入金利子

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

地方債の現在高

元利償還金 （繰上償還除く）

充当可能基金

特定財源見込額

　　うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

準元利償還金

設立法人の負債額等負担見込額（地方独立行政法人等）

　　計

　　計

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

（①-②）÷（③-④）

5年度 4年度 増減 3年度

① 5,275,977 5,170,037 105,940 5,257,041

② 1,724,625 1,808,552 △ 83,927 1,808,482

1,715,906 1,786,831 △ 70,925 1,790,562

0 0 0 0

8,719 21,721 △ 13,002 17,920

0 0 0 0

③ 295,309 241,150 54,159 248,094

4,795,296 4,830,257 △ 34,961 4,756,010

⑤ 24,785,130 24,416,312 368,818 24,723,039

9.55484 9.73745 △ 0.18261 10.32411

9.8 9.6 0.2 9.9実質公債費比率（３ヵ年平均）

実
質
公
債
費
比
率

元利償還金 （繰上償還除く）

準元利償還金

内
訳

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金利子

特定財源

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額      ④

標準財政規模

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

※1

※２



40 

 

水道事業会計 

 

 

  

１

　本市水道事業におきましては、市民生活や企業活動を支える最重要のライフラインとして、安全

で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

　令和５年度末の給水戸数は36,637戸で、前年度末と比べ262戸の増となりました。給水量は、家

事用は前年度比1.7％減の6,598千㎥となりました。また、業務用は前年度比0.3％減の2,393千㎥

となり、総給水量では前年度比1.3％減の8,991千㎥となりました。

　施設関係では、令和４年度に引き続き水道管路緊急改善事業堀山第3配水系統配水管布設替

工事や老朽化した配水管の布設替工事や加圧ポンプ所の設備の更新工事等の取組みを進める

とともに、遠隔監視システム整備事業上町浄水場給水区域ほか6か所の水質測定所等設置工事

等を行いました。

　収支の状況につきましては、収益では給水収益が前年度比0.5％減の1,642,146千円となり、加

えて電気料金の高騰を補てんするための他会計補助金が減少したこと等により、収益全体では前

年度に比べ、40,867千円減（△1.8％）の2,192,716千円となりました。また、費用においても、原水

及び浄水費や配水及び給水費において動力費や修繕費が減少したことなどの要因により、費用

全体で96,344千円減（△4.5％）の2,025,272千円となり、この結果当年度は167,444千円の純利益

を計上することとなりました。

　水道事業においては、人口減少等により水需要の大幅な増加が見込めない中で、老朽化した

主要施設の本格的な更新時期を迎えており、財源の確保をはじめとして経営を取り巻く環境は厳

しさを増しています。

　今後とも水道事業ビジョンや経営戦略に基づき経営の効率化を進め、安全な水を供給するた

め、水道施設を適切に維持管理するとともに、強靭で安定した施設整備に向けて更新事業の取

組みを進めます。

概　　　況

上 下 水 道 部

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

上下水道部経営総務課

令和５年度  福知山市水道事業決算概要
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２  　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 給 水 人 口 ( 人 ) 74,439 75,206 △ 767 99.0 ％

年 度 末 給 水 戸 数 ( 戸 ) 36,637 36,375 262 100.7

年 間 配 水 量 ( ㎥ ) 10,823,165 11,035,766 △ 212,601 98.1

年間１か月平均配水量 ( ㎥ ) 901,930 919,647 △ 17,717 98.1

年 間 給 水 量 ( ㎥ ) 8,990,786 9,112,511 △ 121,725 98.7

年間１か月平均給水量 ( ㎥ ) 749,232 759,376 △ 10,144 98.7

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 83.1 82.6 0.5

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,642,146,145 1,651,107,700 △ 8,961,555 99.5 ％

10,064,049 12,137,171 △ 2,073,122 82.9

31,139,400 29,243,804 1,895,596 106.5

509,366,715 534,974,485 △ 25,607,770 95.2

0 6,119,996 △ 6,119,996 皆減

2,192,716,309 2,233,583,156 △ 40,866,847 98.2

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

408,253,400 436,383,545 △ 28,130,145 93.6 ％

243,883,643 291,910,191 △ 48,026,548 83.5

11,183,636 21,948,364 △ 10,764,728 51.0

151,323,827 143,919,726 7,404,101 105.1

1,061,826,762 1,068,556,406 △ 6,729,644 99.4

4,766,958 1,387,588 3,379,370 343.5

4,404 0 4,404 皆増

144,029,351 157,510,245 △ 13,480,894 91.4

2,025,271,981 2,121,616,065 △ 96,344,084 95.5

事          項 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
比          較

比    率

事          項 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
比          較

比    率

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

計

事          項

特 別 利 益

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
比          較

比    率

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

計

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用
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１

　令和５年度の下水道事業につきましては、快適で安心な暮らしを支えるため、管渠・ポンプ場・処

理場などの施設の適正な維持管理に努めるとともに、浸水対策・地震対策及び老朽化した施設の

更新等の事業に取り組みました。また、令和５年４月より旧行積長尾地区農業集落排水施設の公

共下水道への施設統合や農業集落排水施設事業の地方公営企業法の全部適用に伴う下水道事

業への経営統合を行いました。これらの統合の影響により、令和５年度末の処理戸数は34,347戸と

なり、前年度比3,600戸の増加となりました。有収水量については、前年度比3.3％増の12,856千㎥

となりました。

　主な工事としましては、福知山処理区マンホール鉄蓋更新工事、福知山終末処理場場内ポンプ

場№２汚水ポンプほか更新工事及び段畑汚水中継ポンプ場汚水ポンプ用電動吐出弁更新工事

等の老朽化した設備の更新工事を進めました。

　また、下六人部地区の浸水対策事業を進めるとともに、下水道施設の耐震化及び被災時におけ

る機能維持対策を推進するため和久市第２ポンプ場耐震化ほか工事や福知山処理区マンホール

トイレ下部設置工事等の下水道総合地震対策計画に基づく地震対策事業を行いました。

　収支の状況につきましては、収益では、統合の影響により、下水道使用料が前年度比6.2％増の

1,889,983千円となり、統合に伴う農業集落排水施設事業分の一般会計繰入金を引き継いだこと等

により、収益全体では前年度比25.1％増の4,647,617千円となりました。また、費用についても、統

合の影響により、維持管理費や減価償却費等が大幅に増加し、前年度比24.9％増の4,297,060千

円となりました。この結果、当年度は350,557千円の純利益を計上することとなりました。

　現状においては、水洗化戸数の大幅な増加が見込めないことや、老朽化した管渠やポンプ場、

処理場の主要設備の更新時期を迎えており、経営を取り巻く環境は厳しい状況となっています。

　今後とも、下水道ビジョンや経営戦略に基づき、有利な財源の確保に努めながら浸水対策事業

や地震対策事業等の災害に強い安定した下水道施設への改築更新、下水道汚泥の有効利用に

向けた施設整備等を計画的に進め、引き続き強靭で安定した下水道を目指し、施策展開を図って

いきます。

概　　　況

上 下 水 道 部

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

上下水道部経営総務課

令和５年度  福知山市下水道事業決算概要

下水道事業会計 
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   ２   前年度比較

（１）   業  務  量

年 度 末 水 洗 化 人口 (人) 70,153 63,681 6,472 110.2 ％

年 度 末 水 洗 化 戸数 (戸) 34,347 30,747 3,600 111.7

年 間 総 処 理 水 量 (㎥) 19,573,146 17,942,999 1,630,147 109.1

年間１か月平均総処理水量 (㎥) 1,631,096 1,495,250 135,846 109.1

年 間 有 収 水 量 (㎥) 12,856,233 12,449,375 406,858 103.3

年間１か月平均有収水量 (㎥) 1,071,353 1,037,448 33,905 103.3

年 間 有 収 水 量 率 (％) 65.7 69.4 △ 3.7

 （２）   事業収入に関する事項 （単位 ： 円）

1,889,983,041 1,778,966,325 111,016,716 106.2 ％

526,819,618 534,268,491 △ 7,448,873 98.6

1,509,900 1,606,400 △ 96,500 94.0

2,229,027,554 1,400,853,767 828,173,787 159.1

277,170 0 277,170 皆増

4,647,617,283 3,715,694,983 931,922,300 125.1

 （３）   事業費に関する事項 （単位 ： 円）

158,197,832 106,566,378 51,631,454 148.5 ％

164,427,869 158,668,424 5,759,445 103.6

970,478,169 779,319,765 191,158,404 124.5

71,723,492 69,730,329 1,993,163 102.9

86,933,187 83,681,616 3,251,571 103.9

2,522,263,652 1,921,505,308 600,758,344 131.3

8,352,605 60,287,039 △ 51,934,434 13.9

311,977,726 259,502,185 52,475,541 120.2

2,706,096 0 2,706,096 皆増

4,297,060,628 3,439,261,044 857,799,584 124.9

比          較

比    率増    減
事            項 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

増    減

比          較

比    率

増    減
事            項 令 和 ５ 年 度

令 和 ４ 年 度

営 業 外 収 益

令 和 ５ 年 度

そ の 他 営 業 収 益

事            項

下 水 道 使 用 料

特 別 利 益

比          較

比    率

負 担 金

計

令 和 ４ 年 度

ポ ン プ 場 費

管 渠 費

資 産 減 耗 費

計

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

処 理 場 費

営 業 外 費 用

特 別 損 失
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病院事業会計 

 

令和５年度 福知山市病院事業決算概要                             

１ 概 況         

  開院３０周年を迎えた令和５年度の病院事業の運営につきましては、福知山市民を

はじめとする近隣市町住民のますます高度・多様化する医療ニーズに応えるため、医療

人材確保や医療機器整備等を計画的に進め、さらなる医療資源の確保・充実に努めまし

た。 

   新型コロナウイルス感染症が感染症法上の２類から５類に引き下げられ、社会・経済

活動が徐々にコロナ前にもどりつつあるなか、当院は引き続き発熱外来をはじめ入院

治療やワクチン接種など新型コロナ対応を継続するとともに、救急医療・高度医療など

地域住民への安全で良質な医療の提供に全力を傾注しました。 

   患者数につきましては、コロナ入院患者が減ったこと、平均在院日数が短くなったこ

となどにより延べ入院患者数が減少し、発熱外来患者数の減少等と併せて、総患者数は

市民病院で６，８５１人減の３４６，０８２人、大江分院で５５２人減の３０，９２７

人となりました。 

   設備整備につきましては、医療情報システム（電子カルテシステム等）をはじめ放射

線科の画像部門、放射線治療、読影支援の各システムやＭＲＩ装置(１．５テスラ)等医

療機器の更新等を進めました。また、地域災害拠点病院として必要とされる非常用自家

発電機設備の整備等に係る設計業務に着手しました。 

   収支につきましては、本院では新型コロナ関連の補助金が大きく減少したうえ、患者

数の減少による収入減の要因もありましたが、がん治療や血管内治療など、高度医療や

手術等により入院、外来とも診療単価が上昇し、診療収入は前年度比３．２ポイントの

伸びとなりました。支出につきましては、高額医薬品や治療材料などの材料費や委託料

をはじめとする経費が増加しましたが、病院施設の全面改築から１５年が過ぎ、空調、

電気、衛生設備等の償却年数が経過したことにより減価償却費が大きく減少しました。

この結果、本年度は３３１，７１９千円の純利益を計上することとなりました。 

   大江分院につきましては、患者数は減少しましたが診療単価が上昇したことにより

前年度とほぼ同額の診療収入を維持することができました。支出につきましては給与

費や医療情報システムの更新に伴う特別損失が増額となりましたが、本年度は      

１４，９７５千円の純利益を計上することができました。 

（ｲ） 収支の状況 

病院事業全体で収益的収入１６，５２３，１４５，８７４円に対し、収益的支出     

１６，１７６，４５２，２７４円 で収支差引３４６，６９３，６００円の当年度純利益

となりました。 

（ﾛ） 患者の状況 

本院の年度末の受診患者延数は入院 １０８，９６２人（１日平均 ２９７．７人）、

外来 ２３７，１２０人（１日平均 ９７５．８人）、大江分院の受診患者延数は入院   

１６，２９６人（１日平均 ４４．５人）、外来 １４，６３１人（１日平均６０．２人）

となりました。 

本院の病床利用率は８４．１０ ％（一般病床 ８５．４９％、結核病床 ２３．０４％、

感染症病床 ５５．９４％ ）となり、前年度に比し、一般病床が２．５７ポイント、結

核病床が２２．５３ポイント、感染症病床が１１．３２ポイントの減となり、全体では

３．００ポイント減少しました。大江分院の病床利用率は８５．６２ ％となり、前年

度より２．６９ポイント減少しました。 

市民病院事務部総務課 

 ℡ ２ ２ － ２ １ ０ １ 
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２　前年度比較

＜市民病院＞

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 354 354 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 366 365 1 100.3

延べ患者数　　　（人） 108,962 112,542 △ 3,580 96.8

１日平均患者数 （人） 297.7 308.3 △ 10.6 96.6

病床利用率　　　（％） 84.10 87.10 △ 3.00 96.6

平均診療単価　 （円） 78,655 74,813 3,842 105.1

平均在院日数　 （日） 12.5 12.9 △ 0.4 96.9

診療日数         （日） 243 243 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 237,120 240,391 △ 3,271 98.6

１日平均患者数 （人） 975.8 989.3 △ 13.5 98.6

平均診療単価　 （円） 23,030 21,521 1,509 107.0

（２） 事業収益に関する事項

14,583,651,554 14,152,537,732 431,113,822

979,958,430 1,507,853,551 △ 527,895,121

86,496,283 85,383,073 1,113,210

168,018,374 24,314,480 143,703,894

15,818,124,641 15,770,088,836 48,035,805

（３） 事業費用に関する事項

14,377,503,979 14,270,322,869 107,181,110

うち減価償却費 779,281,725 1,116,832,531 △ 337,550,806

904,683,396 905,814,320 △ 1,130,924

91,456,240 92,656,855 △ 1,200,615

112,762,472 63,046,753 49,715,719

15,486,406,087 15,331,840,797 154,565,290

（４）収支差引

331,718,554 438,248,039 △ 106,529,485 75.7

医       業       収       益

医    業     外    費     用

   特        別       損       失   

令和  ４  年度事             項 令和  ５  年度

医       業       費        用

計

看   護   学   校   費   用

   特        別       利       益   

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益

看   護   学   校   収   益

比                            較

増             減 比    率（％）

99.9

100.8

101.3

103.0

比                            較

65.0

比                            較

増             減 比    率（％）

（単位   円）

（単位   円）

100.3

69.8

増             減

98.7

691.0

外来

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度

計

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度

178.9

年    度     純    利     益

（単位   円）

比                            較

増             減 比    率（％）

101.0
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（１）業務量

許可病床数 　    (床） 52 52 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 366 365 1 100.3

延べ患者数　　　（人） 16,296 16,761 △ 465 97.2

１日平均患者数 （人） 44.5 45.9 △ 1.4 96.9

病床利用率　　　（％） 85.62 88.31 △ 2.69 97.0

平均診療単価　 （円） 25,849 25,158 691 102.7

平均在院日数　 （日） 38.2 38.8 △ 0.6 98.5

診療日数         （日） 243 243 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 14,631 14,718 △ 87 99.4

１日平均患者数 （人） 60.2 60.6 △ 0.4 99.3

平均診療単価　 （円） 8,432 8,416 16 100.2

（２） 事業収益に関する事項

561,441,114 563,801,692 △ 2,360,578

111,118,266 120,547,789 △ 9,429,523

27,476,667 27,836,138 △ 359,471

4,985,186 10,995,302 △ 6,010,116

705,021,233 723,180,921 △ 18,159,688

（３） 事業費用に関する事項

625,204,855 610,758,458 14,446,397

うち減価償却費 31,973,104 36,145,043 △ 4,171,939

16,062,773 16,871,956 △ 809,183

38,968,986 36,412,286 2,556,700

9,809,573 972,552 8,837,021

690,046,187 665,015,252 25,030,935

（４）収支差引

14,975,046 58,165,669 △ 43,190,623 25.7

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

入院

外来

（単位   円）

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

比    率（％）

医       業       収       益 99.6

医    業     外    収     益 92.2

45.3

計 97.5

訪　 問　 看　 護   収   益 98.7

88.5

（単位   円）

訪 　問 　看　 護   費   用 107.0

医       業       費        用 102.4

95.2

事             項 令和  ５  年度

103.8

医    業     外    費     用

（単位   円）

事             項 令和  ５  年度 令和  ４  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

1,008.6

計

年    度     純    利     益

   特        別       利       益   

   特        別       損       失   

令和  ４  年度
比                            較

増             減


